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Ⅰ．研究目的・意義 

１－１．研究の背景 

平成 14 年に出された国土審議会基本政策部会報告「国土の将来展望と新しい国土計

画制度のあり方」において提案された「二層の広域圏」という考え方は、今後の地方

の自立的経営という観点から、重要な視点であると思われる。一つは、地域が独自性

のある国際交流などを行い、特色ある圏域形成による発展を図っていく観点からの複

数都道府県からなる『地域ブロック』、もう一つは、人口減少下にあっても、生活関

連サービスの維持や地域社会の活力を保っていく観点からの複数市町村からなる『生

活圏域』である。今後の人口減少、高齢化社会への対応を考えると、前者の『地域ブ

ロック』レベルでは、道州制への移行を視野に入れた東アジア経済の中での戦略的に

位置付けていくことと同時に、後者の『生活圏域』というレベルで、可能な限り自立

性を高めていくことが重要であろう。果たして、『生活圏域』の自立化はどの程度可

能なのであろうか。 

 

１－２．研究の目的 

本研究では、『生活圏域』の自立可能性にむけた取り組みの前段階として、そもそ

もその『生活圏域』が自立可能なのか、という前提条件を把握しようとするものであ

る。ここでは、笠松氏の、限界集落の臨界点に関する試論的な図が参考になる。メデ

ィアによって、「限界集落」という言葉はいたずらにもてはやされているが、そもそ

もその限界とは何なのか、明確な根拠はない。図表１は、こうした状況に対する一つ

の問題提起である。本研究でも、この考え方にならい、生活圏域という少し広域なエ

リアについて、各種統計データや、現地調査等を踏まえ、試論的に、圏域の自立化に

対する限界性、臨界点について考察し、今後の圏域設定に向けた課題について示唆を

得ることを目的とする。 

 

図表 1 限界集落の臨界点（笠松浩樹『季刊中国総研』05 年９月） 
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Ⅱ．研究手法 

平成 16 年の二層の広域圏に資する総合的な交通体系に関する検討委員会「新しい国

のかたち『二層の広域圏』」で提案された、82 の生活圏域を援用し、本研究の対象と

設定する。 

本研究のテーマとして提示した臨界点の導出は、圏域の発展衰退プロセスを同定す

ることを前提としている。本研究では、圏域の発展衰退プロセスをクラッセンの都市

ライフサイクル論に依拠し、わが国への都市圏への適用可能性に関する検討も含め、

生活圏域のライフサイクルの同定とそのメカニズムを解明することを目指す。 

ライフサイクルを同定するために、各圏域について、人口や人口集中地区（DID 地

区）に関する経年的データを渉猟するとともに、メカニズム解明のための説明変数と

して、圏域毎の経済状況や行政等に関するデータを渉猟し、分析していく。 

ライフサイクルとそのメカニズムを同定したところで、特徴的な事例について現地

調査を含めた詳細な分析を行い、臨界点について考察し、今後の国土政策への提言へ

と昇華させる。 
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Ⅲ．成果内容 

 

○要旨 

平成 14 年に出された国土審議会基本政策部会報告「国土の将来展望と新しい国土計

画制度のあり方」において提案された「二層の広域圏」という考え方は、今後の持続

可能な国土づくりを志向する上で重要な視点であると思われるが、その二層の一つで

ある複数市町村のまとまりとしての『生活圏域』の持続可能性はどの程度かを探るた

め、圏域の発展衰退プロセスをクラッセンの都市ライフサイクル論に依拠し、生活圏

域のライフサイクルの同定とそのメカニズムについて考察した。 

1980 年から 2000 年までの国勢調査結果をもとに、全国 82 の生活圏域についてのラ

イフサイクルの同定作業を行った結果、1980〜1985 年にかけては郊外化、1985〜1990

年では逆都市化、1990 年代以降は多様化していることがわかる。すなわち、クラッセ

ンの主張したような全ての生活圏域が一方通行的なライフサイクルをたどっているわ

けではなく、1990 年以降はそのプロセスは多様化している。長期的には高次の段階へ

推移する傾向がみられるものの、1995〜2000 年にかけては逆都市化から郊外化への揺

り戻しが見られる。また人口規模別にみると、人口規模が小さいほど、逆都市化に向

かって遷移している傾向があり、他方人口規模の大きい大都市圏においては、郊外化

の段階にとどまっていることが明らかとなった。 

続いて、ライフサイクルのメカニズムを探るため、1980～1985 年のライフサイクル

段階がⅡ段階（郊外化）であった 66 圏域がその後どのような段階へ遷移していったの

かを経済的・行政的指標による要因分析を行った結果、郊外化のまま推移するものは、

郊外化から逆都市化へ遷移するものより製造業出荷額・商業販売額ともに増加率が高

く、逆都市化のまま推移するものは、逆都市化から再都市化へ遷移するものより製造

業出荷額の増加率が低い。全般的に逆都市化のまま推移する圏域の製造業出荷額およ

び商業販売額の増加率は相対的に低く、都市ライフサイクルにおける逆都市化の段階

と経済活動における活力の低下は相関が高いと言える。以上を踏まえると、持続可能

な地域づくりを志向する上で、ライフサイクルにおいて最も避けなければならない段

階は逆都市化であり、そこから脱却可能かどうかに、生活圏域の臨界点が潜んでいる

と考えられる。 

生活圏域のライフサイクルとそのメカニズム・臨界点に関する全体的傾向を帰納法

的に論証するため、似通った地理的特性で異なったライフサイクルのプロセスをたど

ってきた生活圏域を抽出し、比較分析を行った。事例は、新潟県の上越市圏と長岡市

圏、北海道の北見市圏と旭川市圏を対象事例として選定した。統計データ分析や現地

関係者へのヒアリング等による比較検討の結果、ライフサイクルのメカニズムについ

て解明したが、そのメカニズムは各圏域によって異なる多様なものであった。 
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最後に生活圏域の臨界点については、結論から言えば、本研究において臨界点を迎

えたと断言できる生活圏域は存在しなかった。逆都市化現象が続く長岡や旭川といっ

た圏域にも、まだ十分再生可能であると考えられる。 

今後の国土政策において、二層の広域圏という考え方が重要であることは言うまで

もないが、今回の事例調査において明らかとなったことは、各生活圏域におけるライ

フサイクルの構造は極めて多様で複雑なものであった。基盤産業や中心商店街の衰退

は全国の地方都市にあまねく見られる課題であるが、その要因を見ていくと、それぞ

れの歴史や空間によって本質的な構造が異なっているのである。国土計画的な視点も

さることながら、現場をよく知る地元自治体や商工業者、住民等が有機的なつながり

を持った上で、地域づくりを進めていく必要があろう。 

 

 

○キーワード 

国土形成計画、二層の広域圏、生活圏域、クラッセン、都市ライフサイクル、持続可

能性、DID 人口 

 



5 
 

○本編 

 

１．研究の対象と方法 

 

１－１．生活圏域の概況 

（１）国土形成計画と二層の広域圏 

前述のように、今後の国土計画のあり方をめぐる議論が交わされる中で策定された

新しい国土形成計画においては、人口減少時代の到来を背景として、戦略的・広域的

な地域づくりが必要との認識がなされている。こうした認識を具体化したものが、「二

層の広域圏」という考え方である。「二層の広域圏」とは、「地域ブロック」と「生

活圏域」の２つの視点で、今後の日本および地域社会のあり方を構想していくための

圏域論である。かつての国土計画においても、既存の行政枠組みをこえた圏域の設定

に向けて、新全総でのブロック別の開発や、三全総の定住圏構想といった幾多の試み

がなされてきた。国土計画は本来、地域づくりの長期的な指針となるべき役割が期待

されるものであり、その思想的基盤となるような圏域論については、政局や行政の都

合に振り回されないような、安定的なものである必要がある。 

新しい国土形成計画においても、今後数十年、数百年と続くであろう人口減少社会

の到来を受けて、道州制に向けた議論を踏まえ、「二層の広域圏」構想を様々なデー

タにもとづいた科学的分析によって補強していくことが望まれるのである。 

「二層の広域圏」のうち、「地域ブロック」については、東アジアを交流・連携の

視野に入れ、複数の都道府県から構成される広域の地域のあり方を考えるものである。

人口規模 600～1000 万人とし、国家並みの大局的なビジョンを構想し、多様な人材の

育成、重層的な地域社会の形成、活発な経済活動、交流人口の集客等によって、自立

的な圏域を戦略的に目指すものである。 

一方、「生活圏域」は、複数の市町村から構成される、交通１時間圏・人口規模 30

万人ほどの地域のあり方を考えるものである。ほとんどの圏域は、同じ水共同域であ

り、自然、歴史、文化など生活を取り巻く環境を共有しており、また、同じ域内に通

勤・通学先を求め、医療・買い物・公共サービスなど都市的サービスについても圏域

内で成立し得るものである。すなわち、人々の日常的な生活に照らして、一体的な地

域として見なし得る圏域とも解釈できる。 
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図表 2 「二層の広域圏」における「地方ブロック」と「生活圏域」の関係（国土交通省資料より抜粋） 

 

（２）生活圏域の設定と実態 

以上のような今後目指すべき国土の将来像を踏まえ、国土交通省は、生活圏域を以

下のように設定している。 

 

○ 政令指定都市、中核市、特例市、都道府県庁所在市、人口１０万人以上の都市、計

２２７市＊を「中心市」と設定。 （＊重複を含む） 

○ 中心市の１時間交通圏にある市町村を都市圏の範囲として設定。 

○ １時間交通圏は、NITAS により、以下の条件のもとで算定。 

・ 役所間の所要時間を算定。 

・ 高速道路、都市高速道路、有料道路は使用しない。 

・ 新幹線、特急は使用しない。 

○ 京浜葉など相互に連担する都市圏は一体化。条件は以下の通り。 

・ 中心市間の所要時間により設定。 

・ 政令指定都市とのペア ：１時間以内。 

・ 政令指定都市以外のペア：３０分以内。 

＜参考＞ 

中核市：人口３０万人以上かつ面積１００km２ 

特例市：人口２０万人以上 
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以上のような手続きによって生活圏域を設定すると、82 の生活圏域が成立し、全人

口のおよそ 90.9％をカバーすることとなる（2000 年の国勢調査に依っている）。すな

わち、この生活圏域の成否如何が、わが国における今後の持続可能な地域づくりを志

向した際の分水嶺になるものと考えられる。なお、成立した生活圏域の一覧の配置図

は、以下のようになっている（図表 3、図表 4）。本研究では、今後の持続可能な都市

圏を計画していく上で、この生活圏域という考え方が適当と考え、分析の対象とする。 
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図表 3 わが国の生活圏域配置図 
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図表 4 生活圏域の一覧 

  中心都市 総人口数（人） 総面積
（㎡） 

市町村
数

(2000) 

人口集中
地区人口
（人） 

人口集中地
区人口率
（%） 

札幌・小樽・江別大都市圏 札幌 2525808 545381 23 2246732 88.95%
函館市圏 函館 383790 137701 8 298587 77.80%
旭川市圏 旭川 500775 660448 18 365776 73.04%
室蘭市圏 室蘭 205181 73489 5 147654 71.96%
釧路市圏 釧路 235100 255921 5 189457 80.59%
帯広市圏 帯広 311402 614269 13 211351 67.87%
北見市圏 北見 238268 539805 14 134721 56.54%
苫小牧市圏 苫小牧 297521 222336 6 221226 74.36%
青森市圏 青森 338340 123608 6 249144 73.64%
弘前市圏 弘前 538381 300522 23 192631 35.78%
八戸市圏 八戸 541524 266817 21 229967 42.47%
盛岡市圏 盛岡 595695 432705 14 257784 43.27%
仙台・石巻大都市圏 仙台・石巻 2092418 442971 52 1311261 62.67%
秋田市圏 秋田 480385 227753 15 284515 59.23%
山形市圏 山形 691300 312645 18 311887 45.12%
酒田・鶴岡市圏 酒田・鶴岡 375558 352474 21 134913 35.92%
福島市圏 福島 605388 321836 18 262333 43.33%
会津若松市圏 会津若松 311738 374648 23 106065 34.02%
郡山市圏 郡山 735495 455678 27 291096 39.58%
いわき市圏 いわき 393888 165882 5 172933 43.90%
水戸・ひたちなか市圏 水戸・ひたちなか 806351 157292 23 291469 36.15%
日立市圏 日立 387021 152447 11 194433 50.24%
つくば・土浦市圏 つくば・土浦 1047157 175853 30 376380 35.94%
宇都宮市圏 宇都宮 1037721 312019 24 459919 44.32%
足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 足利・桐生・大田・熊谷・深 1823565 265423 45 806795 44.24%
小山市圏 小山 840947 124141 23 266757 31.72%
前橋・高崎・伊勢崎市圏 前橋・高崎・伊勢崎 1446777 283199 41 592047 40.92%
京浜葉大都市圏 東京・横浜・千葉 32091245 1080647 189 28944185 90.19%
新潟市圏 新潟 1028453 169129 25 657919 63.97%
長岡市圏 長岡 799495 356749 34 324197 40.55%
上越市圏 上越 312014 234116 22 112218 35.97%
富山市圏 富山 556830 205041 13 252749 45.39%
高岡市圏 高岡 494953 110298 18 168582 34.06%
金沢市圏 金沢 701801 102330 11 476485 67.89%
小松市圏 小松 277391 132808 13 73354 26.44%
福井市圏 福井 675707 275790 26 281820 41.71%
甲府市圏 甲府 743309 273006 49 283182 38.10%
長野市圏 長野 623245 217090 20 298420 47.88%
松本市圏 松本 578905 270277 25 264610 45.71%
上田市圏 上田 436047 205738 22 101204 23.21%
飯田市圏 飯田 237792 231362 22 46877 19.71%
中京大都市圏 名古屋・岐阜 9021043 934397 157 6084003 67.44%
豊川・豊橋市圏 豊川・豊橋 703423 137857 14 400083 56.88%
静岡・清水・焼津・藤枝市圏 静岡・清水・焼津・藤枝 1228406 220369 15 849644 69.17%
沼津・三島市圏 沼津・三島 685043 111862 14 438917 64.07%
富士宮・富士市圏 富士宮・富士 417126 107000 9 266545 63.90%
浜松市圏 浜松 1174164 141246 20 564749 48.10%
津・松阪市圏 津・松阪 494493 189965 21 184354 37.28%
伊勢市圏 伊勢 264087 80560 13 65172 24.68%
京阪神大都市圏 大阪・京都・神戸 17909370 1046182 146 15593407 87.07%
彦根市圏 彦根 527856 154914 28 147515 27.95%
橿原市圏 橿原 651084 169800 28 316953 48.68%
和歌山市圏 和歌山 661046 101510 15 345528 52.27%
鳥取市圏 鳥取 293232 185443 21 99298 33.86%
米子市圏 米子 313966 183589 20 90335 28.77%
松江市圏 松江 419453 151820 18 147782 35.23%
岡山・倉敷市圏 岡山・倉敷 1480523 244932 27 759612 51.31%
広島大都市圏 広島 1889119 283179 33 1373453 72.70%
福山市圏 福山 849619 153464 17 412164 48.51%
北九州・福岡・下関・久留米・春日 福岡・北九州・下関・久留米・ 4951624 455713 81 3535972 71.41%
宇部市圏 宇部 271407 61442 6 113237 41.72%
山口・防府市圏 山口・防府 404307 239985 16 182132 45.05%
徳山市圏 徳山（周南） 300180 113237 10 143385 47.77%
岩国市圏 岩国 242912 98893 14 116060 47.78%
徳島市圏 徳島 706773 166778 27 254398 35.99%
高松市圏 高松 854723 133830 29 323655 37.87%
松山市圏 松山 659642 141456 14 449541 68.15%
今治市圏 今治 248149 73511 13 91195 36.75%
新居浜市圏 新居浜 319236 95526 8 158815 49.75%
高知市圏 高知 563290 239560 22 316045 56.11%
大牟田市圏 大牟田 421056 71673 15 170111 40.40%
佐賀市圏 佐賀 585004 142743 30 184065 31.46%
長崎市圏 長崎 767009 88862 17 503541 65.65%
佐世保市圏 佐世保 522384 156831 22 182678 34.97%
熊本市圏 熊本 1051247 166271 27 616785 58.67%
八代市圏 八代 245631 137048 17 68656 27.95%
大分・別府市圏 大分・別府 799222 270875 24 442784 55.40%
宮崎市圏 宮崎 504687 159308 11 280350 55.55%
都城市圏 都城 558487 320695 26 136398 24.42%
延岡市圏 延岡 236674 206933 11 138502 58.52%
鹿児島市圏 鹿児島 753266 139743 18 517597 68.71%
那覇市圏・沖縄・浦添市圏 那覇・沖縄・浦添 1099082 59485 27 785292 71.45%
82 生活圏域平均   1,407,241 250,002 26 984,687 69.97%
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１－２．クラッセンの都市ライフサイクル論とわが国への適用可能性 

（１）クラッセンの都市ライフサイクル論 

本研究の生活圏域の実態をとらえる際の理論仮説として、都市のライフサイクルに

関する先駆的研究を行ったクラッセンの研究成果を概観し、わが国への適用可能性お

よび本研究で対象とする生活圏域と比較する。 

オランダの都市人口学者であるクラッセンらは、ヨーロッパの 148 都市圏を対象と

し、対象となる都市圏を中心都市と郊外に分け、中心都市の人口増減率を X 軸、郊外

の人口増減率を Y軸にとり、それぞれの人口増減率の座標およびその推移から、都市

圏において一定の発展衰退段階がみられることを発見した。彼らは膨大なデータに基

づき、都市圏の人口に関するライフサイクルを都市ライフサイクル論として提唱した

（klaassen et al.，1981）。 

彼らのヨーロッパの都市圏に関する調査によると、ヨーロッパでは人口減少の都市

圏が年々増加しており、1970 年から 1975 年までの期間では、人口減少都市圏の割合

が全体の約 20％になったという。また、人口減少を示した都市圏は大規模な都市圏ほ

ど多くみられ、大都市圏では、まず人口成長が生じ、その後人口成長は徐々に停滞し、

やがて絶対的にも人口が減少していくという。こうした都市圏のライフサイクルは、

国内のより規模の小さな都市圏においても同様に遅れて繰り返されること、さらにラ

イフサイクルの段階は、先進国の多い西ヨーロッパの都市圏の方が、発展途上の東ヨ

ーロッパの都市圏よりも進んでいることなどを指摘している。 

また、都市圏の人口成長は大都市圏から中都市圏へとシフトしており、大都市圏の

人口が停滞または衰退する一方で、中都市圏の人口が急速に成長していることも発見

された。さらに、クラッセンは中都市圏もやがては人口が停滞し、より小さい都市圏

の人口が成長して都市圏人口は全体として平均規模へ収斂していくと考えた。 

都市ライフサイクル論では、前述のように都市圏域を２つの部分に分けており、一

つは「中心都市（core）」と呼ばれる部分で、本来の伝統的・歴史的都市（original, 

historical city）と定義され、もともと城郭都市として発展してきたヨーロッパの都

市においては自明の地域といえる。もう一つは「郊外（ring）」と呼ばれる部分であ

り、中心都市への通勤人口割合が当該地域の全就業者総数の 15％以上を占める全ての

市町村から構成される。 

さらに、クラッセン等は都市圏全体の成長と衰退との過程を、都市圏内の中心都市

と郊外との相対的人口バランスの変化から図表 5に示すように、大きく分けて４つ（Ⅰ

～Ⅳ）、細かく分けて８つ（１～８）の発展タイプに分類した。 
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図表 5 クラッセンの都市ライフサイクル論 

 

クラッセン等は、図表 5 に示したように、中心都市の人口変化を横軸に、郊外の人

口変化を縦軸に示している。第２象限と第４象限を貫く点線の右上部は、都市圏人口

が成長している都市圏の位置であり、左下部が衰退している都市圏の位置である。ま

た、発展段階を「都市化」から反時計回りに、「郊外化」、「逆都市化」、「再都市

化」の４つの段階に分け、都市のライフサイクルのステージを設定している。 

＜タイプ１：都市化＞ 

集積の論理により、周辺地域から中心都市への人口が流入していく段階である。 

＜タイプ２：郊外化＞ 

中心都市の過度の集積にともなうドーナツ化現象が発生し、中心都市から郊外への

人口流出が顕著となる段階である。 

＜タイプ３：逆都市化＞ 

中心都市のみならず郊外からも人口が流出していき、都市圏全体の活力が低下して

いく段階である。 

＜タイプ４：再都市化＞ 

何らかの理由により、中心都市に人口が再集中してくる段階である。 

 

なお、クラッセンらはオランダにおける都市圏の人口規模別の発展衰退段階の同定

を試みている。オランダにおいて、24 の都市圏が抽出され、そのうち、人口規模 50

万人以上の都市圏は、アムステルダム、ロッテルダム、デン・ハーグの３つの大都市

圏であり、人口規模 25～50 万人の都市圏は、ユトレヒトをはじめとする 6つの中都市
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圏、人口規模 10～25 万人の都市圏は、ライデンをはじめとする 15 の小都市圏である

（図表 6）。 

図表 6 オランダにおける人口規模別都市圏（Klaassen, 1987） 

 

 

人口規模で分類された３つの都市圏の発展段階は、図表 7 のように表される。すな

わち、大都市圏が発展段階的には先行しており、これに中都市圏、小都市圏が後に続

く形となっている。また、先のライフサイクルの４段階については、例えば大都市圏

のライフサイクルは 1955 年において郊外化段階であったのが 1970 年に逆都市化段階

へ移行するなど、各都市圏ともに、１段階の移行期間は 15～20 年ほどであることがわ

かる。 

 

図表 7 人口規模別にみたオランダ都市圏のライフサイクル（Klaassen, 1987） 
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（２）わが国への適用可能性 

以上、クラッセンの都市ライフサイクル論を概観したところで、こうした理論仮説

が時間と空間の違いを踏まえた上で、現在のわが国の都市圏に対して適用が可能かど

うかについて検討する。まず、クラッセンが分析した当時のオランダの都市圏をめぐ

る状況を概観する必要がある（図表 8）。そもそもオランダ本土は九州と同程度の広

さであり、国土の四分の一は海面より低い。国土の東部や南部には丘陵地も見られる

が、他は概して平坦で 47％は農用地である。人口密度約 393 人/km²と、我が国（約 337

人/km²、2005 年）よりも高い。国土の 26％、人口の 46％を占めるランドスタット地

域は、首都アムステルダム、ロッテルダム、デン･ハーグ、ユトレヒトを含む大都市圏

を形成している。ただし、これら４大都市の人口はそれぞれ 74 万人、59 万人、48 万

人、28 万人（2006 年 1 月）と、さして多くない。 

 

図表 8 オランダと日本の基本属性 

国名 オランダ王国 Kingdom of the Netherlands 日本 

国土面積 41,864km²（九州とほぼ同じ） 377,914km² 

人口 16,316千人（2005年）、11,487千人（1960

年） 

127,449千人（2005年）、93,189千人（1960

年） 

人口密度 393人／km²（2005年）、252人／km²（1960

年） 

337／km²（2005年）、247／km²（1960年） 

都市人口比率 67％（2005年） 66％（2005年） 

名目GDP 639.579十億米ドル（2005年）、178.377十

億米ドル（1980年） 

4,560.671十億米ドル（2005年）、1,059.558

十億米ドル（1980年） 

一人当たり

GNI 

40,936米ドル（2006年） 38,210米ドル（2006年） 

産業別就業人

口比率 

第一次産業2.9％、第二次産業19.9％、第三

次産業74.8％（2005年） 

第一次産業4.4％、第二次産業27.0％、第三

次産業67.4％（2005年） 

経済成長率 3.8％（2006年） 2.3％（2006年） 

 

オランダとわが国の戦後史を概観すると、両国ともに、第二次世界大戦による甚大

な被害を被っているものの、やはりわが国の方が被害は大きかった。オランダがナチ

ス・ドイツの空襲を受けたのはわずか５日間であり、爆撃された都市はロッテルダム

のみである。死者は数万人と言われているが、日本においては、民間人 80 万人を含め

て 310 万人が被害にあった。東京、広島、長崎をはじめ 150 もの都市が空襲を受け、

国富の４分の一が失われたといわれる。すなわち、戦後、両国ともに戦災復興が必要

とされたが、その深刻さは、わが国の方がはるかに大きかった。 
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オランダにおいては、戦災復興を進めるほか、ベビーブームの到来や急激な都市化

が進行し、新たな人口の受け皿を整備する必要が出てきたため、ラントスタットの過

密化防止と地方都市への分散をテーマに、1960 年、最初の国土計画が策定された。そ

の後、5 次にわたる国土計画が策定されていくが、概してその時代背景や狙いは、わ

が国のそれに似ている。大きな違いは、オランダは 3 次計画までに大都市の過密問題・

スプロールの抑止に一定の効果を得、4次計画では一転してコンパクトシティ策を打

ち出しているのであるが、わが国においては、現在に至るまで、国土計画が首都圏の

過大化をほとんど抑止できていない点である。こうした違いが生まれた背景には、複

雑な要因があろうが、その一つと考えられるのが、両国における国土計画の位置づけ

である。オランダは干拓や治水による 500 年にわたる地域づくりの伝統や、合理主義、

民主主義が根付いており、国民の合意のもとにスタートした国土計画は、人口と産業

の全国的均等配置という明確な目的へ向かっていく。一方でわが国では、戦争による

甚大な被害を被ったこともあり、何よりも経済的な復興が必要であった。全総が国民

所得倍増計画の姉妹編として策定されたことは、経済政策の副次的役割を担っていた

とも言える。概括してしまえば、オランダは計画主導の国土計画であり、わが国は市

場主導の国土計画であった。結果として、戦後のわが国は比類なき経済成長を達成し

たのであるが、大都市の拡大や地方農村の衰退は、その犠牲となったと言えるのかも

しれない。 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1960 1980 2000 2005

日本

オランダ

0

2

4

6

8

10

12

1950 1973 1998

日本

オランダ

 

図表 9 戦後オランダと日本の人口（左）と１人あたり GDP の伸び率（右） 

（※人口は 1960 年を１、GDP は 1950 年を１とした際の伸び率） 

 

また、クラッセンが分析の対象としたオランダの都市圏とわが国の生活圏域を比較

すると、面積と人口規模の両面において、生活圏域の方がやや大きい傾向がみられる

（図表 10）。この背景として、国の規模の違いもあれば、いわゆる当時のオランダよ

りも現在のわが国の方が全体的に郊外化が進んだために都市そのものの範囲が広がっ

ている点、また生活圏域は都市の実態というよりは広域行政に向けた政策的な空間の
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囲い込みという側面を持っている点などが挙げられよう。しかしながら、わが国の都

市圏における 30 年・50 年といったスパンの発展衰退段階を同定するために、別の理

論仮説が用意されているわけではない。もともと、この説は洋の東西の様々な都市の

現象を一般化することはできないとする多くの批判を浴びたが、1980 年代当時のアメ

リカ都市人口の広域的分散傾向を反映した逆都市化傾向への関心の集中、1990 年代以

降のヨーロッパの逆都市化から再都市化への転換を踏まえた再都市化現象に注目が集

まったこともあり、現在では評価の声も高いという。すなわち、クラッセンの都市ラ

イフサイクル論は、世界的な都市の盛衰を分析する上では依然として有効性を保って

いるのであり、わが国への援用については、上記のような事情を十分に配慮した上で、

慎重に分析していくことで、適用は可能であると考える。 

 

 

図表 10 オランダの都市圏（左）と日本の生活圏域（右、九州地方のみ） 

※同縮尺での比較、オランダの都市圏については、黒部分が中心都市（core）でグレー部分が郊外

（ring）となっている。（Klaassen, 1987） 

 

（３）生活圏域における中心都市と郊外 

クラッセンは、中心都市を本来の伝統的な都市にあたる地域とし、郊外をその中心

都市への通勤人口割合 15％によって規定したが、本研究では、中心都市を DID 地区と

設定し、DID 地区をとりまく他の全ての地区を郊外と設定する。 

わが国における中心都市と郊外都市の定義に関しては、金本・徳岡（2002）によっ

て提案された「都市雇用圏」（Urban Employment Area, UEA）が著名となっている（図

表 11）。これは、山田浩之・徳岡一幸による標準大都市雇用圏（Standard Metropolitan 

Employment Area）を最近の状況に合うように改訂したものである。都市雇用圏（UEA）

における中心都市と郊外は、以下のように規定されている。 

①中心都市を DID 人口によって設定し、 

②郊外都市を中心都市への通勤率が 10％以上の市町村とし、 
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③同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容する 

すなわち、都市雇用圏における郊外は、通勤人口割合によって規定されており、ク

ラッセンの定義とも通じているが、こうした括りでの都市圏は、本研究で対象とする

生活圏域の範囲と少なからず異なっている。したがって、本研究と「都市雇用圏」で

は、郊外に関する定義が異なっているが、本研究は、都市圏という空間を、都市の実

態という側面よりも、政策的な観点からとらえるために、生活圏域における郊外を、

生活圏域から DID 地区以外のすべての地区と設定する。 

 
図表 11 徳本・金岡による都市雇用圏の配置図 

 

（４）臨界点に関する理論仮説 

以上、我が国の生活圏域のライフサイクルを同定するためのクラッセンによるモデ

ルとその適用可能性について検討してきたが、本研究のもう１つのトピックである「臨

界点」に言及する必要がある。 

臨界点とはもともと理科用語で、液体と蒸気との共存状態がなくなって連続的に変

化するようになる点を指すが、本研究においては、生活圏域の発展衰退段階の過程で、

持続可能性の有無を分けるような変局点を意味している。この臨界点を規定する上で、

クラッセンによるモデル図が参考になる（図表 12）。 
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図表 12 逆都市化から再都市化へ移行できるか否か（Klaassen, 1987：一部筆者加筆） 

 

上図からもわかるように、クラッセン自身、逆都市化の後に再都市化の段階が到来

すると断定しているわけではなく、逆都市化のまま人口が減少し、ゆくゆくは都市が

消滅していくという可能性も否めないのである。本研究における臨界点は、生活圏域

が逆都市化を迎えた後に、再都市化へと移行できる可能性が残されているか否かとい

う点に集約されよう。 

 

逆都市化の

まま衰退か 

再都市化へ

移行するか 
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２．生活圏域のライフサイクルに関する全般的考察 

 

２−１．中心都市の再定義 

前章のように各生活圏域の中心都市と郊外を設定すると、ライフサイクルは図表 14

のようになる。結果として、クラッセンのオランダ都市圏に関する分析のような、通

時的な、一方通行的な経年変化は見られず、各圏域はきわめて複雑な遷移過程を見せ

ている。こうした結果が、果たして都市圏の実態を具現しているかどうかは、極めて

疑わしい。極言すれば、この結果をそのまま受け入れるならば、わが国の都市圏は他

国と異なり、全く独自の成長過程をたどっており、都市のライフサイクルという概念

が無効であると言わねばならない。 

しかしながら、先の中心都市と郊外の定義に振り返ると、中心都市として DID 地区

をそのまま当てはめるのは、少々問題があるように思われる。DID 地区は、市区町村

の区域内で人口密度が 4,000 人/km²以上の基本単位区（国勢調査における単位）が互

いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地区に設定されるのであるが、こうした設定

上、DID 地区は都市のスプロール化（郊外化）とともに変化（拡大）していくのであ

る。クラッセンのモデルでは都市のスプロール（郊外化）を、中心都市の人口増加率

を郊外の人口増加率が上回ることで説明するのであるが、中心都市（DID 地区）が拡

大してしまうと、その人口増加率は中心都市の人口動態に帰してしまい、モデルとし

て有効に機能しない可能性が考えられるのである（図表 15）。 

中
心

郊
外

郊
外

人口密度

空間

DID地区になる

人口密度

郊外化前の中心都市

郊外化後の中心都市

 

図表 15 郊外化と DID 地区拡大のイメージ 

 

このような中心都市（DID 地区）の特性を踏まえ、本研究では中心都市人口の定義

について、平（2007）による補正式を援用することとする。すなわち、DID 地区面積

の拡大と人口密度の低下を考慮に入れ、以下の式によって中心都市人口を算出する。 
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DID 人口増減数 t = DID 人口 t ― DID 人口 t-1 ― DID 人口密度 t（DID 面積 t ― DID

面積 t-1） 

 

以上の式によって中心都市人口増減を補正すれば、図表 16 のようになる。この結果、

補正によって、生活圏域のライフサイクルは緩やかな遷移過程となり、郊外化の実態

を一定程度反映したものに修正されたと考えられる。以降、中心都市人口増減率は、

上記の式で補正したものを算出、使用する。 

 

２−２．生活圏域のライフサイクルの実態 

（１）一般的傾向 

概ね、1980〜1985 年にかけては郊外化、1985〜1990 年では逆都市化、1990 年代以

降は多様化していることがわかる。すなわち、全ての生活圏域が一方通行的なライフ

サイクルをたどっているわけではなく、1990年以降はそのプロセスは多様化している。

長期的には高次の段階へ推移する傾向がみられるものの、1995〜2000 年にかけては逆

都市化から郊外化への揺り戻しが見られる（図表 17）。 

 

図表 17 ライフサイクルの段階別にみる生活圏域数の変化 

  1980-1985 1985-1990 1990-1995 1995-2000 合計 

① 1 0 3 1 5 
Ⅰ 都市化 

② 
1 

0
0

0
12

9
4

3 
17 

12 

③ 15 0 18 14 47 
Ⅱ 郊外化 

④ 
66 

51
39

39
47

29
35

21 
187 

140 

⑤ 14 35 11 20 80 
Ⅲ 逆都市化 

⑥ 
14 

0
42

7
16

5
27

7 
99 

19 

⑦ 1 1 3 11 16 
Ⅳ 再都市化 

⑧ 
1 

0
1

0
7

4
16

5 
25 

9 
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図表 14 DID 人口補正前の生活圏域の都市ライフサイクル一覧 
  ４分類 （Ⅰ都市化、Ⅱ郊外化、Ⅲ逆都市化、Ⅳ再都市化） ８分類 

都市
圏 NO 

DID 人口増減率 80-85 85-90 90-95 95-2000 80-85 85-90 90-95 95-2000

1 札幌・小樽・江別大都市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 2 8 8 1
2 函館市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅱ 5 6 7 4 
3 旭川市圏 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 7 7 7 7 
4 室蘭市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 6 6 
5 釧路市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 6 5 5 7 
6 帯広市圏 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 8 7 7 8 
7 北見市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ 5 6 7 5 
8 苫小牧市圏 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 8 7 8 4 
9 青森市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅳ 4 6 7 8 

10 弘前市圏 Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 7 6 6 6 
11 八戸市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 5 8 6 5 
12 盛岡市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ 3 6 4 3 
13 仙台・石巻大都市圏 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 2 3 1 1 
14 秋田市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅲ Ⅳ 1 7 6 8 
15 山形市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 5 7 8 7 
16 酒田・鶴岡市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 5 8 6 6 
17 福島市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 6 7 6 6 
18 会津若松市圏 Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 8 6 6 7 
19 郡山市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅱ 1 1 4 3 
20 いわき市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅲ Ⅳ 1 1 5 8 
21 水戸・ひたちなか市圏 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅰ 1 4 2 2 
22 日立市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 5 6 6 7 
23 つくば・土浦市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 2 2 1 2 
24 宇都宮市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ 2 1 4 2 
25 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅰ 0 3 1 1 0 
26 小山市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 4 2 1 1 
27 前橋・高崎・伊勢崎市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅲ Ⅱ 3 1 5 4 
28 京浜葉大都市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 2 7 7 1 
29 新潟市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅱ 3 6 6 3 
30 長岡市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 5 7 7 6 
31 上越市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅰ 6 6 6 1 
32 富山市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 5 7 5 5 
33 高岡市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 6 5 
34 金沢市圏 Ⅰ Ⅲ Ⅳ Ⅱ 2 5 8 3 
35 小松市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 5 5 5 
36 福井市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 5 8 6 5 
37 甲府市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅱ 4 1 2 4 
38 長野市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 4 7 8 8 
39 松本市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 4 7 8 2 
40 上田市圏 Ⅲ Ⅰ Ⅲ Ⅲ 5 1 5 5 
41 飯田市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅲ 1 1 2 5 
42 中京大都市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 3 8 8 1 
43 豊川・豊橋市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 3 8 8 1 
44 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 4 7 7 7 
45 沼津・三島市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 3 8 8 4 
46 富士宮・富士市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 4 8 8 8 
47 浜松市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 4 1 2 1 
48 津・松阪市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 4 8 5 5 
49 伊勢市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 5 6 5 5 
50 京阪神大都市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅲ Ⅰ 4 7 6 1 
51 彦根市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ 2 1 1 1 
52 橿原市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅰ Ⅲ 3 1 1 5 
53 和歌山市圏 Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 7 6 6 5 
54 鳥取市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 1 7 8 1 
55 米子市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅰ 5 6 6 1 
56 松江市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅲ Ⅱ 3 7 5 3 
57 岡山・倉敷市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 4 8 8 1 
58 広島大都市圏 Ⅳ Ⅳ Ⅲ Ⅳ 8 7 5 8 
59 福山市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 5 7 8 5 
60 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅰ 4 8 8 1 
61 宇部市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 5 5 
62 山口・防府市圏 Ⅱ Ⅰ Ⅳ Ⅳ 4 1 7 8 
63 徳山市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 6 6 
64 岩国市圏 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 7 7 7 6 
65 徳島市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 4 8 8 6 
66 高松市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 5 5 
67 松山市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅳ Ⅳ 1 8 8 8 
68 今治市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 6 7 7 6 
69 新居浜市圏 Ⅳ Ⅳ Ⅳ Ⅲ 7 7 7 6 
70 高知市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 4 7 7 4 
71 大牟田市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 6 6 
72 佐賀市圏 Ⅳ Ⅲ Ⅰ Ⅲ 8 5 1 5 
73 長崎市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 4 8 6 6 
74 佐世保市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅲ 5 6 7 6 
75 熊本市圏 Ⅰ - Ⅰ Ⅰ 1 0 1 1 
76 八代市圏 Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅳ 5 8 1 7 
77 大分・別府市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅲ Ⅱ 1 8 6 5 
78 宮崎市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅰ Ⅰ 2 8 1 1 
79 都城市圏 Ⅰ Ⅰ Ⅲ Ⅲ 1 1 6 5 
80 延岡市圏 Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅳ 7 6 7 7 
81 鹿児島市圏 Ⅰ Ⅳ Ⅲ Ⅰ 1 7 5 2 
82 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅳ Ⅱ 3 8 8 3 
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図表 16 DID 人口補正後の生活圏域の都市ライフサイクル一覧 
  ４分類 （Ⅰ都市化、Ⅱ郊外化、Ⅲ逆都市化、Ⅳ再都市化） ８分類 

都市
圏 NO 

DID 人口増減率 80-85 85-90 90-95 95-2000 80-85 85-90 90-95 95-2000

1 札幌・小樽・江別大都市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 3 3
2 函館市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
3 旭川市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 4 5 6 6 
4 室蘭市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ 4 6 7 6 
5 釧路市圏 Ⅱ Ⅳ Ⅱ Ⅲ 4 7 4 5 
6 帯広市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ 3 4 4 1 
7 北見市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅳ 4 5 8 8 
8 苫小牧市圏 Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 1 4 3 4 
9 青森市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 3 4 

10 弘前市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 6 6 6 
11 八戸市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 4 6 3 5 
12 盛岡市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 4 4 2 3 
13 仙台・石巻大都市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 3 
14 秋田市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 3 4 
15 山形市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ 4 4 3 5 
16 酒田・鶴岡市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 5 5 5 7 
17 福島市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 4 5 4 5 
18 会津若松市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 5 5 5 7 
19 郡山市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 3 
20 いわき市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ 4 5 4 7 
21 水戸・ひたちなか市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 4 4 
22 日立市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 4 5 6 6 
23 つくば・土浦市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 4 4 2 3 
24 宇都宮市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 4 3 
25 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
26 小山市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ 4 4 3 5 
27 前橋・高崎・伊勢崎市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
28 京浜葉大都市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 3 3 
29 新潟市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 4 4 2 4 
30 長岡市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 5 5 5 
31 上越市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 5 6 5 7 
32 富山市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ 4 5 4 4 
33 高岡市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 5 5 5 
34 金沢市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
35 小松市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 4 5 5 5 
36 福井市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 4 5 4 5 
37 甲府市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ 4 5 3 4 
38 長野市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ 3 4 4 5 
39 松本市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅱ 3 5 4 4 
40 上田市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 4 5 4 5 
41 飯田市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 5 5 4 5 
42 中京大都市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 3 
43 豊川・豊橋市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 3 3 
44 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ 4 4 4 7 
45 沼津・三島市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 3 4 
46 富士宮・富士市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ 4 4 4 2 
47 浜松市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅰ 4 4 3 2 
48 津・松阪市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ 4 4 3 5 
49 伊勢市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 5 5 5 
50 京阪神大都市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
51 彦根市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅰ 4 5 2 2 
52 橿原市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅳ 3 4 3 8 
53 和歌山市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 4 5 4 5 
54 鳥取市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅲ 4 5 1 5 
55 米子市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 5 5 5 7 
56 松江市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ 4 5 2 4 
57 岡山・倉敷市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
58 広島大都市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 4 4 2 4 
59 福山市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 4 5 5 7 
60 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 3 3 
61 宇部市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ 3 5 8 5 
62 山口・防府市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅳ 4 5 4 8 
63 徳山市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅲ 4 6 7 5 
64 岩国市圏 Ⅳ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 7 6 6 6 
65 徳島市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅲ 3 5 2 5 
66 高松市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅱ Ⅲ 4 5 4 5 
67 松山市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 3 4 2 3 
68 今治市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅳ 4 5 8 7 
69 新居浜市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 4 5 5 7 
70 高知市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ 4 5 1 3 
71 大牟田市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ 5 5 8 7 
72 佐賀市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅳ 5 5 5 7 
73 長崎市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 4 
74 佐世保市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ 5 5 6 6 
75 熊本市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 3 
76 八代市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅰ Ⅲ 5 5 1 6 
77 大分・別府市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 3 4 
78 宮崎市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 3 4 
79 都城市圏 Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅳ 4 5 2 8 
80 延岡市圏 Ⅲ Ⅲ Ⅳ Ⅳ 5 6 7 8 
81 鹿児島市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 3 4 3 4 
82 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅱ 4 4 4 3 
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（２）ライフサイクルの特徴について 

①人口規模別 

生活圏域の 2000 年時点における人口規模別に圏域を分類し、分類毎にライフサイク

ル段階の平均値を算出し、その遷移を示すと、図表 18 のようになる。概して、人口規

模が小さいほど、より高次の段階に達していることがわかる。また、人口規模が大き

い圏域は、郊外化の段階にとどまっている傾向が強い。これは、クラッセンの分析に

よるオランダの都市圏の実態とは全く逆の傾向を示している。 

1

2

3

4

1980‐1985 1985‐1990 1990‐1995 1995‐2000

30万人

30 50万人

50 100万人

100 200万

Ⅳ再都市化

Ⅲ逆都市化

Ⅱ郊外化

Ⅰ都市化

 
図表 18 人口規模別ライフサイクル遷移 

 

②立地特性別 

生活圏域が海に面しているか、内陸にあるかによってライフサイクル段階の相違を

見ると、海沿いに立地する生活圏域の方が若干程度高次の段階にあることがわかる（図

表 19）。 
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1

2

3

4

1980‐1985 1985‐1990 1990‐1995 1995‐2000

海沿
い
内陸

Ⅳ再都市化

Ⅲ逆都市化

Ⅱ郊外化

Ⅰ都市化

 

図表 19 立地特性別ライフサイクル遷移 

 

 

③地域別 

地域別にライフサイクルの段階の相違を見ると、概ね 1980～1985 年は郊外化、1985

～1990 年は逆都市化へ向かい、1990～1995 年は再び郊外化、1995～2000 年は逆都市

化に向かっている。一方、北海道地域については、1985～1990 年以降、一環して郊外

化と逆都市化の間で停滞しており、東海地域では、郊外化が続いたままである（図表

20）。 

1.5

2

2.5

3

3.5

1980‐1985 1985‐1990 1990‐1995 1995‐2000

北海道

東北

関東

北陸甲信越

東海

近畿

中国

四国

九州・沖縄

Ⅳ再都市化

Ⅲ逆都市化

Ⅱ 郊外化

Ⅰ 都市化

 
図表 20 地域別ライフサイクル遷移 

 

④高速交通機関別 
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高速交通機関の整備によるライフサイクルの相違を明らかにするため、圏域内への

新幹線の開通時期別にライフサイクル段階の平均値推移を示すと、図表 21 のようにな

る。なお、高速道路については、早い時期からほぼ全圏域にわたって整備されてきた

ため、分析の対象としなかった。一般に、新幹線の整備が早くから行われていた圏域

ほど、低次の段階に位置する傾向がある。 

1

2

3

4

1980‐1985 1985‐1990 1990‐1995 1995‐2000

1960年代（東海道・山陽新
幹線）

1980年代（東北・上越新幹
線）

1990年代以降（秋田・山
形・長野・九州）

その他

Ⅳ再都市化

Ⅲ逆都市化

Ⅱ郊外化

Ⅰ都市化

 

図表 21 高速交通機関整備時期別ライフサイクル遷移 

 

２−３．小括 

生活圏域における中心都市の定義を、郊外化による DID 地区面積と人口密度の変化

を考慮して設定すると、全般的に 1985 年代頃から郊外化から逆都市化へ向かっていく

圏域が多いことが明らかとなった。その特徴として、オランダ都市圏の実態とは異な

り、人口規模が小さいほど、逆都市化に向かって遷移している傾向があり、他方人口

規模の大きい大都市圏においては、郊外化の段階にとどまっていることが明らかとな

った。 

 



25 
 

３．生活圏域のライフサイクルのメカニズムと臨界点に関する考察 

 

３−１．経済的指標の抽出 

生活圏域のライフサイクルについて、各段階への遷移の要因として、経済および行

政に関する諸要因が考えられる。これを分析するために、全ての圏域について網羅的

かつ 1980～2000 年における 5年間隔での人口変動とあわせて経年的に把握可能な経

済・行政に関する指標を抽出した結果、以下のような統計データが抽出された。 

① 農業産出額の増減率（農林水産省大臣官房統計情報部「生産農業所得統計」） 

② 製造品出荷額の増減率（経済産業省経済産業政策局「工業統計表」） 

③ 商業年間商品販売額の増減率（経済産業省経済産業政策局「商業統計表」） 

④ 財政力指数（総務省自治財政局「地方財政統計年報」） 

⑤ 雇用者数に占める公務員率（：公務員数／雇用者数、雇用者数：総務省統計局「国

勢調査報告」における就業者数、公務員数：都道府県担当課「都道府県資料」に

おける一般行政部門職員数（市区町村）） 

⑥ 失業率（：失業者数／総人口、失業者数：総務省統計局「国勢調査報告」におけ

る完全失業者数） 

⑦  高齢化率（：高齢者数／総人口、高齢者数：総務省統計局「国勢調査報告」に

おける 65 歳以上の人口） 

 

３−２．ライフサイクルの段階と経済的・行政的指標との関係 

（１）全般的な特徴 

図表 22 は、1980～1985 年のライフサイクル段階がⅡ段階（郊外化）であった 66 圏

域について、その後、どのような段階へ遷移していったのか、その過程にしたがって、

同じ過程を経ていった圏域について経済的・行政的指標の平均値を算出したものであ

る。 

Ⅱの郊外化段階のまま推移する圏域、Ⅱの郊外化からⅢの逆都市化へ移行する圏域、

Ⅲの逆都市化段階のまま推移する圏域、Ⅲの逆都市化からⅣの再都市化へ移行する圏

域、Ⅳの再都市化のまま推移する圏域のそれぞれについての特徴をみていく。 

上述のような視座で各指標を眺めたとき、特徴的なものは製造業出荷額と商品販売

額といった経済的指標である。一方で、農業産出額や、財政力指数や公務員率といっ

た行政に係る指標、その他失業率や高齢化率といった指標については、ライフサイク

ルの各段階に有意な相関性は認められない。 

 

（２）都市ライフサイクルと工業の関係 

郊外化段階のまま推移するものと、郊外化段階から逆都市化段階へ遷移するものと

での特徴的な違いは、前者の方が製造業出荷額の増加率が高い点である。また、逆都
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市化段階のまま推移するものと、逆都市化段階から再都市化段階へ遷移するものとで

の特徴的な違いは、後者の方が製造業出荷額の増加率が高い（図表 23）。 

すなわち、逆都市化段階においては、工業が低迷する傾向にあるといえる。 

 

図表 23 1980－1985 でⅡ（郊外化）段階の圏域の遷移過程と製造品出荷額増減率 

（前期間を 100 としたときの指数） 

1985-1990 1990-1995 1995-2000 

Ⅱ→Ⅱ 126 Ⅱ→Ⅱ 103 Ⅱ→Ⅱ 103

Ⅱ→Ⅲ 119 Ⅱ→Ⅲ - Ⅱ→Ⅲ 104

  Ⅲ→Ⅲ 97 Ⅲ→Ⅲ 98

  Ⅲ→Ⅳ 105 Ⅲ→Ⅳ 104

    Ⅳ→Ⅳ 106

 

（３）都市ライフサイクルと商業の関係 

郊外化段階のまま推移するものと、郊外化段階から逆都市化段階へ遷移するものと

では、製造業出荷額と同様に、前者の方が商業販売額の増加率が高い。一方で、逆都

市化段階のまま推移するものと、逆都市化段階から再都市化段階へ遷移するものとで

は、1990～1995 年では前者の増加率が高く、1995～2000 年では後者の増加率が高い。

すなわち、逆都市化段階と商業の低迷に有意な相関があるとは言えない。ただし、1995

～2000 年の逆都市化段階の商品販売額伸び率は大変落ち込んでいることから、不安定

であると言えなくはない（図表 24）。 

 

図表 24 1980－1985 でⅡ（郊外化）段階の圏域の遷移過程と商業年間商品販売額増減率 

（前期間を 100 としたときの指数） 

1985-1990 1990-1995 1995-2000 

Ⅱ→Ⅱ 138 Ⅱ→Ⅱ 137 Ⅱ→Ⅱ 84

Ⅱ→Ⅲ 129 Ⅱ→Ⅲ - Ⅱ→Ⅲ 86

  Ⅲ→Ⅲ 135 Ⅲ→Ⅲ 77

  Ⅲ→Ⅳ 114 Ⅲ→Ⅳ 90

    Ⅳ→Ⅳ 90
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図表 22 生活圏域のライフサイクルの各段階における経済的・行政的指標 

1985-1990 1990-1995 1995-2000 

  経済活動の増加率(%) 行政基盤   人口など   経済活動の増加率(%) 行政基盤   人口など   経済活動の増加率(%) 行政基盤   人口など 
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Ⅰ               

Ⅱ 85.89 96.96 86.36
95_0.414 
00_0.41

95_3.34 
00_3.34

95_3.90 
00_4.71 

102.01 
95_14.94 
00_17.55 

Ⅲ               

Ⅰ 90.86 108.16 141.09 
90_0.414 
95_0.414

90_3.89 
95_3.91

90_2.96 
95_3.90

103.94
90_12.43 
95_14.94

Ⅳ               

Ⅰ 95.8 104.77 87.58
95_0.542 
00_0.505

95_3.34 
00_3.34

95_3.44 
00_3.56 

101.67 
95_14.22 
00_16.99 

Ⅱ 85.76 103.47 84.21
95_0.447 
00_0.432

95_4.05 
00_4.05

95_4.72 
00_5.15 

101.08 
95_14.89 
00_17.59 

Ⅲ 85.52 103.99 82.58
95_0.439 
00_0.417

95_3.62 
00_3.76

95_3.08 
00_3.66 

100.14 
95_17.19 
00_19.84 

Ⅱ 93.64 102.76 137.47 
90_0.467 
95_0.465

90_3.82 
95_3.84

90_3.16 
95_4.29

102.45
90_12.57 
95_15.13

Ⅳ 93.13 97.87 79.92
95_0.555 
00_0.519

95_3.19 
00_3.35

95_4.14 
00_4.70 

99.99 
95_14.71 
00_17.63 

Ⅰ               

Ⅱ               

Ⅲ               
Ⅲ                 

Ⅳ               

Ⅰ               

Ⅱ               

Ⅲ               

Ⅱ 96.57 126.23 137.93 
85_0.474 
90_0.46 

85_3.99 
90_3.83 

85_3.51 
90_3.14 

102.5 
85_10.66 
90_12.55

Ⅳ                 

Ⅳ               

Ⅰ 78.54 111.78 88.03
95_0.492 
00_0.490

95_2.83 
00_2.93

95_2.83 
00_2.93 

102.11 
95_16.30 
00_18.29 

Ⅱ 81.33 109.69 86.86
95_0.330 
00_0.317

95_4.19 
00_4.48

95_4.19 
00_4.48 

101.4 
95_19.10 
00_21.85 

Ⅲ 80.52 107.89 86.77
95_0.317 
00_0.647

95_4.07 
00_4.29

95_4.07 
00_4.29 

99.82 
95_18.19 
00_20.92 

Ⅰ 95.96 110.96 133.03 
90_0.346 
95_0.347

90_3.93 
95_3.92

90_3.12 
95_3.87

100.8
90_15.45 
95_18.44

Ⅳ 93.6 113.29 95.23
95_0.295 
00_0.293

95_4.16 
00_4.40

95_4.16 
00_4.40 

99.59 
95_19.79 
00_23.21 

Ⅰ               

Ⅱ 79.5 108.25 82.63
95_0.436 
00_0.418

95_2.91 
00_2.98

95_2.91 
00_2.98 

101.27 
95_17.27 
00_19.73 

Ⅲ 84.18 102.31 81.54
95_0.398 
00_0.386

95_3.71 
00_3.90

95_3.71 
00_3.90 

100.09 
95_17.24 
00_20.12 

Ⅱ 91.01 101.05 131.9 
90_0.482 
95_0.467

90_3.50 
95_3.57

90_2.74 
95_3.65

101.32
90_14.60 
95_17.38

Ⅳ 78.68 99.36 86.3
95_0.718 
00_0.580

95_4.12 
00_4.34

95_4.12 
00_4.34 

99.63 
95_17.96 
00_20.76 

Ⅰ               

Ⅱ               

Ⅲ 81.77 98.03 77.32
95_0.367  
00_0.343

95_3.79 
00_3.94

95_4.12 
00_4.67 

99.16 
95_16.64 
00_19.59 

Ⅲ 95.8 97.07 134.61 
90_0.449 
95_0.437

90_3.22 
95_3.28

90_3.10 
95_4.27

99.72
90_14.25 
95_17.18

Ⅳ 83.9 104.2 90.36
95_0.542 
00_0.506

95_2.52 
00_2.58

95_4.49 
00_5.06 

99.03 
95_18.00 
00_21.02 

Ⅰ               

Ⅱ               

Ⅲ 82.79 100.74 83.5
95_0.514 
00_0.480

95_3.24 
00_3.51

95_4.48 
00_4.98 

98.2 
95_17.66 
00_21.16 

Ⅲ 95.83 119.15 129.26 
85_0.477 
90_0.439 

85_3.63 
90_3.57 

85_3.46 
90_3.03 

99.51 
85_12.35 
90_14.69

Ⅳ 98.62 105.46 113.59 
90_0.444 
95_0.424

90_3.63 
95_3.62

90_3.47 
95_4.30

98.29
90_14.41 
95_17.59

Ⅳ 87.79 105.89 89.68
95_0.288 
00_0.279

95_4.18 
00_4.22

95_4.02 
00_4.57 

98.42 
95_17.48 
00_20.72 
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３−３．臨界点に関する考察 

１章の最後に、本研究における「臨界点」は逆都市化の先に存在するという理論仮

説を提示したが、本章の分析より、逆都市化段階の生活圏域は、工業の低迷や不安定

な商業といった経済的な不安材料がともなうことがわかった。人口が減少し、さらに

経済が疲弊し続けるほど、再都市化への移行可能性は逓減していくであろう。すなわ

ち、臨界点に関する理論仮説は妥当であると言えよう。問題は、逆都市化段階がどの

程度の期間続けば、再都市化への移行可能性がゼロとなるか、である。 

実際に、1980～2000 年の間において逆都市化段階のまま推移している生活圏域が存

在している。具体的にこれらの圏域を挙げると、弘前市圏（2000 年時点での人口 53.8

万人）、長岡市圏（79.9 万人）、高岡市圏（49.4 万人）、伊勢市圏（26.4 万人）、

佐世保市圏（52.2 万人）の 5圏域となる。これらの圏域の特徴は、各県におけるナン

バー２都市であり、ある程度の人口や産業の集積を有する圏域である。こうした圏域

がなぜ逆都市化のまま推移しているのかについては、４章以降の詳細な分析が必要で

あろう。 
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４．事例検討 

４−1．事例の抽出 

前章で導出した生活圏域のライフサイクルとそのメカニズム・臨界点に関する仮説

を帰納法的に論証するため、事例検討を行う。事例の抽出にあたっては、同様の地理

的特性にあって、異なったライフサイクルのプロセスをたどってきた都市圏を抽出す

ることとし、両者の比較分析を行うことで、ライフ

サイクルのメカニズム・臨界点を詳細に分析する。

上記のような抽出基準に照らして、隣接する生活圏

域であり、ライフサイクルが異なる２圏域として、

新潟県の上越市圏と長岡市圏、北海道の北見市圏と

旭川市圏を対象事例として選定した。 

 

４−２．上越市圏と長岡市圏 

（１）上越市圏と長岡市圏のライフサイクル比較 

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

長岡市圏 上越市圏

Ⅳ 再都市化

Ⅲ 逆都市化

Ⅱ 郊外化

Ⅰ 都市化

 

図表 25：上越市圏と長岡市圏のライフサイクル比較 

 

長岡市圏は、1960 年以降、一貫して逆都市化傾向

を示している一方で、上越市圏は 1965～1970 年で

再都市化に向かい、1970 年以降逆都市化へ転落する

ものの、1995 年以降、再び再都市化へ向かっている。 

 

（２）上越市圏 

上越市圏は、上越市を中心として、糸魚川市や妙

高市を含んでおり、新潟県の上越地方とほぼ同じ広

がりを持っている。北を日本海、南を妙高山、東を

 

図表 26 上越市圏の位置 

 

図表 27 上越市圏の概要 

上越市圏 

面積（㎡） 2000 年時点 234,116 ㎡

1980 332,084 (105,290)

1985 329,035 (103,576)

1990 319,106 (102,876)

1995 315,692 (104,137)

総人口推移
（上越市人

口） 

2000 312,014 (112,218)

1980→1985 95.54%

1985→1990 91.77%

1990→1995 95.08%

DID 人口増
加率（%） 

1995→2000 99.06%

1980→1985 100.58%

1985→1990 99.51%

1990→1995 100.58%

郊外人口増
加率（%） 

1995→2000 99.06%

1980→1985 109.19%

1985→1990 92.20%

1990→1995 87.44%

農業産出額
増加率（%）

1995→2000 74.57%

1980→1985 106.87%

1985→1990 117.53%

1990→1995 103.14%

製造品出荷
額増加率

（%） 

1995→2000 111.35%

1980→1985 105.57%

1985→1990 126.75%

1990→1995 105.17%

商業年間販
売額増加率

（%） 

1995→2000 76.97%
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米山、そして西を親不知（飛騨山脈）に挟まれた地方であり、地形的には一つのまと

まりとして成立しているほか、直江津には国府が置かれるなど、早くから開けてきた

地域でもある。2000 年時点での人口は 31.2 万人、面積は 2,341 ㎢である。 

中心都市である上越市は、1971 年に直江津市と高田市が合併して成立した新潟県内

第３の都市である。2005 年には隣接 13 町村と合併、全国でも屈指の広域合併が実現

し、面積は 973 ㎢と県内最大の市域面積となっている。 

 

 

写真 1：直江津駅観光案内所   写真 2：直江津駅北商店街の休憩スペース 

 

写真 3：直江津駅北商店街   写真 4：高田商店街の空き店舗 

 

写真 5：バイパス沿いの SC（バロー上越モール） 写真 6：上越テクノセンター（同社 HP より） 
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×いづも屋百貨店閉店（1985）
△長崎屋高田店閉店（1974）

（2002年閉店）

△大和上越店開店（1975）
（2010年閉店）

○直江津SCエルマール開店（1987）

○いづも屋ジャスコ開店（1985）

○上越ウィングSC開店（1994）

×三菱化成がアルミ精錬から撤退（1981）
○上越テクノセンターとして貸工場事業（1985）

○南部産業団地造成（1994）

○信越化学工業が研究開発型へ（1990）

○日本海水加工設立（1960）

△日本ステンレスが住友金属と合併（1992）

○上越教育大学設置（1978）

○上新バイパス開通（1985）

○バロー上越モール開店（2008）

○北陸自動車道全線開通（1988）

○上信越自動車道全線開通（1999）

○上越市役所設置（1971）

○高土町土地区画整理事業（1970～）

 

図表 28 上越市の DID 地区面積の変化と経済・行政の空間的関係 

（※主要な工業的拠点と延床面積 1 万㎡以上の大型商業施設をプロット。赤線で囲まれた部分が 1975 年の DID 地区、青線で囲まれた部分が 1995 年の DID

地区） 
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（３）長岡市圏 

長岡市圏は、長岡市を中心として、三条市、

柏崎市、小千谷市、十日町市、見附市、燕市と

いった多くの都市を含んだ広大な地域であり、

やはり新潟県の中越地方とほぼ同じ広がりを

持っている。信濃川流域に広がる肥沃な平野に

は水田が多く、米どころとして知られる一方で、

日本有数の豪雪地帯でもある。近年では、2004

年の新潟県中越大震災、2007 年の新潟県中越

沖地震と、度重なる震災に見舞われ、甚大な被

害を受けた。2000 年時点での人口は 79.9 万人、

面積は 3,567 ㎢である。 

中心都市である長岡市は新潟県第２の都市

であり、やはり 2005 年に周辺 9 市町村と合併

し、市域面積は 840 ㎢と広大である。戊辰戦争

と第二次世界大戦の二度の戦禍にあったため、

長岡は近代的な都市として再生してきた。 

 

 
写真 7：大手通商店街（上） 

写真 8：長岡ニュータウン（下） 

 

図表 29 長岡市圏の位置 

 

図表 30 長岡市圏の概要 

長岡市圏 

面積（㎡） 2000 年時点 356749 ㎡

1980 807,108 (300,152)

1985 811,646 (293,558)

1990 808,526 (311,700)

1995 810,588 (329,762)

総人口推移
（長岡市人口）

2000 799,495 (324,197)

1980→1985 96.09%

1985→1990 90.99%

1990→1995 97.82%

DID 人口増加
率（%） 

1995→2000 96.30%

1980→1985 102.34%

1985→1990 103.28%

1990→1995 101.21%

郊外人口増加
率（%） 

1995→2000 100.15%

1980→1985 114.60%

1985→1990 93.87%

1990→1995 91.27%

農業産出額増
加率（%） 

1995→2000 88.72%

1980→1985 105.94%

1985→1990 112.57%

1990→1995 119.80%

製造品出荷額
増加率（%） 

1995→2000 107.38%

1980→1985 107.29%

1985→1990 133.32%

1990→1995 97.00%

商業年間販売
額増加率（%）

1995→2000 79.22%
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写真 9：リバーサイド千秋（川西地区）  写真 10：大和長岡店（2010 年閉店） 

 

（４）比較考察 

ここで、中心都市である上越市と長岡市を中心に、２つの生活圏域のライフサイク

ル遷移を分けた要因について、各種統計資料と関係者ヒアリングを踏まえて考察する。 

① 長岡の過剰な開発志向と上越の独立志向 

両者の経済的・行政的指標については、それほど大きな違いは見られない。しかし、

1975 年から 1995 年にかけての DID 地区面積の広がりを見ればわかるように、実際に

長岡市のスプロールは、上越市のそれをはるかにしのいでいる。この背景には、長岡

市の強い開発志向があったと考えられる。それが顕著だったのが、田中角栄が自民党

総裁になって以降、彼は故郷の長岡を、列島改造論で主張した 25 万都市構想のモデル

にあてはめ、テクノポリスをはじめとする国の開発事業によって 25 万都市への道のり

を後押ししたのである。その結果、長岡の都市計画における市街化区域は拡大し、郊

外には需要の少ないニュータウンができた。2009 年時点での標準宅地価格を比較する

と、長岡駅前の商業地は258,000円／㎡、一方長岡ニュータウンでは30,100円／㎡と、

約 8.6 倍もの格差があるのに対し、上越市の高田中心商店街は 93,800 円／㎡、郊外の

ジャスコ上越店付近の宅地は 26,300 円／㎡と 3.7 倍程度である。この格差が、長岡市

における商業の郊外化を促進し、都心回帰への動きを阻害していると考えられる。ま

た、上越市については、三方を山、一方を海に囲まれた囲曉空間であり、スプロール

が進行しにくい地形であるといえる。古代には国府が置かれ、越後の中心としての位

置づけを獲得したが、近代以降、新潟市に県庁が置かれると、フォッサマグナを境と

した電圧の 50Hz-60Hz の転換点、東日本と西日本の境としての意味が強まり、さまざ

まな意味で周縁地域となっていった。こうした孤独な状況が、上越市民の独立心、自

立心を強化したのであろう。 

② 製造業：上越の内発性と長岡の外発性 

前述のような上越の自立性は、上越の企業における、外部資金に頼らない内発的な

発展にも通じている。上越の大手企業である信越化学は、化学肥料・ソーダ・合成樹
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脂といった旧分野の化学工業からセルロース誘導体や医薬品といった研究開発型への

脱皮に成功しているし、三菱化成は 1981 年構造不況業種となったアルミ精錬から撤退

後、空いた工場建屋を貸工場にして自ら外部から企業を誘致する事業（上越テクノセ

ンター）を展開するなど、上越市の製造業は外部に頼らない、イノベーションを興し

ながら力強い発展を遂げている。長岡においては、1984 年のテクノポリス指定を受け

て、国・県・市の行政が主導し、ハイテク企業受け入れのための「容れ物」を整備し

ていったが、この「ハイテク企業」という言葉は、当該地域の地場産業の高度化より、

時代の先端を行くハイテク企業誘致や研究開発機能の整備が重視されていたことを含

意している。長岡を中心とする信濃川テクノポリスは一定の工業出荷額の成長を達成

したが、従業者数や人口といった波及効果については全国平均を下回っている（山崎、

1992）。また、長岡では工業団地などのハード整備に加えて長岡技科大教員が技術指

導を行う制度「ハイテック・ストライカー」を創設したが、そもそも長岡に多く存在

する鉄工業・機械産業を中心とする地元の中小企業にはテクノポリスの目指すところ

がほとんど伝わっておらず、利用されなかったのである。技術高度化の機会を逃した

中小企業は徐々に体力を奪われていった。かつては市の親工場探しによって系列化さ

れ、地域ぐるみで守られていた中小零細企業も、現在の不況で厳しい状況に置かれて

いる。ただ、2005 年に県主導で NPO 法人である長岡産業活性化協議会（NAZE）が設立

され、産官学連携による内発的なものづくり、技術開発が進められているところであ

り、今後長岡の製造業が復活する可能性は十分に考えられる。 

③ 商業：開発圧力が強い長岡ゆえの不安定な商業 

商業については、近年の長岡の落ち込みが激しいものの、上越もやはり落ち込んで

いることには変わりない。長岡の激しい落ち込みは、上越よりも市街地が郊外へひろ

がり、1985 年以降相次いで大型商業施設が中心および郊外に立地したが、その後撤退

した施設も多くあったことが、商業の不安定な数値となってあらわれているのであろ

う。現在状況の厳しい両市の商業であるが、今後の商圏の拡大はそれほど見込めず、

期待するのは交流人口の拡大である。 
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○長岡技術科学大学設置（1976）

○長岡大橋完成（1970）

大和長岡店出店（1958）△
（2010年閉店）

△日産化学長岡工場操業開始（1960）
（1973年撤退）

○北越メタル（1964）

△北越製紙が本社を東京へ移転（1963）

△長崎屋開店（1971）
（1995年閉店）

○イトーヨーカドー長岡店開店（1988）

○リバーサイド千秋開店（2007）

○ジャスコ長岡店開店（1989）

△ダイエー長岡店開店（1985）
（2005年撤退）

○鉄工団地完成（1974）

○南部工業団地造成（1984）

○雲出工業団地造成（1987）

○長岡北陽産業団地

○北長岡SCパルス開店（1986）

○SC長岡ウィング開店（1996）

○長岡ニュータウン分譲開始（1983）

○関越自動車道全線開通（1985）

○上越新幹線開通（1982）

○大島地区区画整理事業開始（1959）
この頃から川西での区画整理始まる

○NICOテクノプラザ設置（2004）
（テクノポリス後継、産学官連携）

 

図表 31 長岡市の DID 地区面積の変化と経済・行政の空間的関係 

（※主要な工業的拠点と延床面積 1 万㎡以上の大型商業施設をプロット。赤線で囲まれた部分が 1975 年の DID 地区、青線で囲まれた部分が 1995 年の DID 地区） 
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４−３．北見市圏と旭川市圏 

（１）北見市圏と旭川市圏のライフサイクル

比較 

 

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

旭川市圏 北見市圏

Ⅳ 再都市化

Ⅲ 逆都市化

Ⅱ 郊外化

Ⅰ 都市化

 

図表 32 北見市圏と旭川市圏のライフサイクル比

較 

 

（２）北見市圏 

北見市圏は、北海道の東部に位置し、北見

市を中心として、東は網走市の立地するオホ

ーツク海まで及び、網走支庁管轄地域の中央

部に位置している。毎年冬にはオホーツク海

沿いに流氷が接岸し、中心都市である北見市

の１月の平均最低気温は—14.5℃と、概して

冬の冷え込みはかなり厳しい。2000 年時点

での人口は 23.8 万人、面積は 5,398 ㎢と、

他の圏域に比べて人口密度は低い。 

 

 
図表 33 北見市圏の位置 

 

図表 34 北見市圏の概要 

北見市圏 

面積（㎡） 2000 年時点 539805 ㎡

1980 250,509 (132,154)

1985 250,659 (131,876)

1990 244,163 (132,355)

1995 241,741 (139,203)

総人口推移
（北見市人

口） 

2000 238,268 (134,721)

1980→1985 95.75%

1985→1990 92.58%

1990→1995 104.28%

DID 人口増加
率（%） 

1995→2000 102.32%

1980→1985 102.54%

1985→1990 101.42%

1990→1995 96.58%

郊外人口増
加率（%） 

1995→2000 97.06%

1980→1985 112.78%

1985→1990 107.43%

1990→1995 111.31%

農業産出額
増加率（%） 

1995→2000 95.31%

1980→1985 101.09%

1985→1990 118.24%

1990→1995 103.17%

製造品出荷
額増加率（%）

1995→2000 85.25%

1980→1985 102.29%

1985→1990 110.22%

1990→1995 100.99%

商業年間販
売額増加率

（%） 

1995→2000 90.15%
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写真 11：北見駅前    写真 12：郊外の SC（ポスフール） 

 

写真 13：閉店後のきたみ東急デパート  写真 14：中心商店街のチャレンジショップ 

 

写真 15：中心商店街の子供服店  写真 16：中心商店街の路上駐車 
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○北見市庁舎完工（1955）

○木工団地造成（1959）

○北見工業短大設置（1960）
○北見工業大学へ昇格（1966）

△金市館出店（1961、2004年閉店）

△きたみ東急デパート出店（1981、2007年閉店）

×まるしょうデパート廃業（1999）

北見サティ（ポスフール）開業（2000）○

○北見工業団地完成（1994）

○北海道立オホーツク圏地域食品加工技術センター設立（1994）

○高栄団地造成開始（1969）

○小泉団地造成完了（1962）

○イトーヨーカドー開店（1985）

○北見ハイテクパーク造成開始（1987）

 

図表 35 北見市の DID 地区面積の変化と経済・行政の空間的関係 

（※主要な工業的拠点と延床面積 1 万㎡以上の大型商業施設をプロット。赤線で囲まれた部分が 1975 年の DID 地区、青線で囲まれた部分が 1995 年の DID 地区） 
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（３）旭川市圏 

旭川市圏は、北海道の中央に位置し、旭川市を中

心として、東は大雪山系を擁する上川町を含み、北

見市圏と接し、北は幌加内町、南は上富良野町、西

は滝川市までを含む広大な圏域である。上川盆地に

広がる圏域であり、内陸特有の気候で年間の気温差

が大きく、夏は緯度の割に暑く、冬は北海道の中で

も屈指の寒さとして知られている。2000 年時点での

人口は 50.1 万人、面積は 6,604 ㎢と、広大な面積

を有している。 

 

 

写真 17：人気の減った盛り場（3･6 街） 写真 18：買物公園 

 

図表 36 旭川市圏の位置 

 

図表 37 旭川市圏の概要 

旭川市圏 

面積
（㎡） 

2000 年時点 660448 ㎡

1980 533,881 (338,547)

1985 534,065 (353,478)

1990 512,657 (352,540)

1995 506,876 (360,812)

総人口
推移 

（旭川人
口） 

2000 500,775 (365,776)

1980→1985 97.67%

1985→1990 93.69%

1990→1995 98.64%

DID 人口
増加率

（%） 

1995→2000 98.32%

1980→1985 101.74%

1985→1990 100.19%

1990→1995 99.79%

郊外人
口増加
率（%） 

1995→2000 99.99%

1980→1985 121.15%

1985→1990 92.59%

1990→1995 104.85%

農業産
出額増
加率（%）

1995→2000 87.51%

1980→1985 101.09%

1985→1990 118.24%

1990→1995 103.17%

製造品
出荷額
増加率

（%） 
1995→2000 85.25%

1980→1985 102.22%

1985→1990 123.84%

1990→1995 102.40%

商業年
間販売
額増加
率（%） 

1995→2000 79.15%
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写真 19：工事中の新旭川駅   写真 20：旭川市庁舎 

 

写真 21：中心商店街のリノベーション  写真 22：商工会が運営する情報発信施設 

 

 

（４）比較考察 

中心都市である北見市と旭川市を中心に、２つの生活圏域のライフサイクル遷移を

分けた要因について、各種統計資料と関係者ヒアリングを踏まえて考察する。 

① 旭川のコナベーション 

両者の経済的・行政的指標については、それほど大きな違いは見られない。しかし、

1975 年から 1995 年にかけての DID 地区面積は、旭川市が大きく拡大しているのに対

し、北見市の拡大は小さい。旭川については、もともと分かれていた複数の DID 地区

がコナベーション的に連なり、結果として DID 地区の拡大を引き起こしている。その

一因は、図表 31 を見ればわかるように、工業団地やニュータウンの造成にあることは

疑いがない。しかしながら、北見市もまた DID 地区の周縁部に工業を配置してきたが、

結果として DID 地区は拡大していない。すなわち、郊外への工業立地は市街地の拡大

に対して決定的な要因ではなく、旭川がもともと近接した複数の DID 地区を有してお

り、コナベーションによる市街地拡大を惹起するような地理的な事情が大きいのであ

ろう。 
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② 製造業：旭川の外発性と北見の内発性 

旭川は軍都や物流拠点都市として歩み、「国策の街」と揶揄されるほど、国の政策

に頼ってきた側面がある。旭川の基幹的製造業である紙・パルプ産業は 1940 年の旧国

策パルプ工場から、木材・家具産業は軍都開発による公共事業からと、その出自には

国が大きく絡んでいる。現在、旭川の基幹産業である食料品、紙・パルプ、木材、家

具といった製造業は、バブル崩壊以降、いずれもジリ貧である。1991 年に頭脳立地法

の指定を受けるなど、リサーチパーク等を造成して情報通信分野での新しい技術開発

を行うとしてきたが、その効果は限定的であり、何より、基幹産業である食料品や紙・

パルプ、木材といった地場産業との連携は皆無と言ってよいだろう。近年、旭川家具

ブランドが海外 PR や若手育成によって徐々に認知され始めているのが希望である。一

方北見は、かつては国産ハッカの生産で潤ったが、1971 年の海外ハッカの輸入自由化

にともない、業態転換を迫られた。北見市は市街地から女満別空港寄りに昭和 49 年に

工業団地を造成、翌年には分譲開始し、主導的に電子機械やバイオといった臨空型産

業、加えて地場産業である食料品への業態転換を進めていった。1970 年代以降は北見

工大や北海道工業技術センターとの産官学連携によるプラント、ソーラーパネル分野

での製品開発が進められ、1985 年には商工会議所が中心となり市・北見工大・北海学

園北見大学を巻き込んだ異業種交流組織「テクノ北見 21」が設立され、新製品を開発

し次々と流通ルートにのせていくのである。 

③ 商業：早くから危機感を有していた北見市の中心市街地対策 

北見市の中心商店街は、昭和 40 年代にはすでに相次ぐ映画館の撤退や郊外へのスー

パーの移転などがあり、早くから危機感が持たれていた。そのため 1973 年に大店法が

施行されてから、地元商店は郊外の SC などと協議を重ね、棲み分けを行ってきたため

に、その後の郊外化によるダメージは最小限に抑えられたのではないか。現在の中心

商店街には、八百屋など生鮮食料品専門店のほか、個性的な古着屋や子供服専門店、

雑貨屋など、大規模 SC にはないような店舗が少なくない。もともと郊外型 SC に対抗

して商店街では旭川買物公園の刺激もあって歩行者専用空間化したが、モータリゼー

ションが進んだ現在ではそれを取りやめ、空き店舗スペースを駐車場にしたり、路上

駐車を容認するなど、結果的に車と共存した商店街になっている。また、商店街内に

は病院が多くあり、高齢者が商店街を歩いている姿が目に留まった。さらに、北見市

においても他の地方都市同様、駅前大手百貨店の撤退によるダメージを受けたが、行

政がその躯体を買い取って活用しており、廃墟となるのを防いでいる。決して北見市

の財政は豊かではないが、行政が何とか対処できる程度の地価なのである。旭川駅前

でも丸井今井が撤退し、暫定的な対応策として市役所の移転という形があったが、旭

川市の財政ではとても入居できないという。現在、旭川では人気の旭山動物園への入

園客を街へ取り込む努力や、農協と協同して農商連携に取り組みをはじめたところで

あり、今後の成果が望まれる。 
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○春光高台団地造成完了（1964）

○旭川医科大学設置（1973）

○リサーチパーク整備（1992）

○山陽国策パルプが十条製紙と合併し、日本製紙旭川工場に（1993）

○旭川市庁舎完成（1960）

○緑ヶ丘ニュータウン分譲開始（1971）

○旭川木工集団建設（1958）
×老舗家具問屋北島破綻（2001）

○平和通買物公園オープン（1972）

○流通団地造成開始（1969）

○旭川総合鉄工団地落成（1967）

○西武旭川店開店（1975）

△丸井今井旭川店開店（1978、2009年閉店）

○ウェスタンパワーズ（シネコン）開店（2002）

○イオン旭川西SC開店（2004）

○商工会による情報発信拠点旭川屋オープン（1972）

豊岡SC開店（1983）○

○ラ・パーク（長崎屋）開店（2002）

○イトーヨーカドー開店（1980）

 

図表 38 旭川市の DID 地区面積の変化と経済・行政の空間的関係 

（※主要な工業的拠点と延床面積 1 万㎡以上の大型商業施設をプロット。赤線で囲まれた部分が 1975 年の DID 地区、青線で囲まれた部分が 1995 年の DID

地区） 
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５．まとめ 

 

５－１．生活圏域の臨界点をめぐる考察 
以上、クラッセンの都市ライフサイクル論をわが国の生活圏域に援用し、そのプロセ

スとメカニズムについて分析してきた。ここで本研究での主題である、臨界点をめぐる

考察に移りたい。結論から言えば、本研究において臨界点を迎えたと断言できる生活圏

域はなかった。逆都市化現象が続く長岡や旭川といった圏域にも、まだ十分再生可能で

あると考えられる。さらに今後も逆都市化現象が続くような圏域を経年的にウォッチし

ていくことで、臨界点を迎えるような圏域が出てくるかもしれない。今後の課題とした

い。クラッセンの都市ライフサイクル論は、都市化→郊外化→逆都市化→再都市化とい

う一方通行的なプロセスであるが、わが国の生活圏域においては、全てがそれにあては

まるわけではなかった。逆都市化からの脱却には、２つの道があった。一つは、郊外化

であり、一つは、再都市化である。一般に、人口規模が大きいほど、逆都市化から郊外

化という、都市ライフサイクル論の逆パターンを示すケースが多く、他方、人口規模が

小さい生活圏域では、わずかながら再都市化へ向かうケースが散見された。前者の逆パ

ターンのケースについては、本研究が 1980 年から 2000 年までのわずか 20 年間を対象

にした分析であるため、それが一時的現象なのか、永続的な現象を示しているのかは断

定しえない。しかしながら、わが国は人口減少という大きな波に覆われつつあり、この

波が遠からず全ての生活圏域を覆い尽くすことは間違いない。それゆえに、前者の逆パ

ターンという現象は、今後続かないと見るのが適当であろう。むしろ、人口規模の大き

な圏域については、時々逆パターンを示しながらも、大局的にはゆるやかに都市ライフ

サイクルの正方向へと移行していると考える方が自然であろう。 

 

５－２．今後の国土政策へむけて 
今後の国土政策において、二層の広域圏という考え方が重要であることは言うまでも

ないが、今回の事例調査において明らかとなったことは、各生活圏域におけるライフサ

イクルおよびその背景にあるメカニズムは極めて多様で複雑なものであった。基盤産業

や中心商店街の衰退は全国の地方都市にあまねく見られる課題であるが、その要因を見

ていくと、それぞれの歴史や空間によって本質的な構造が異なっているのである。その

中で国土政策的な視点から策を講じていくことにどれだけ意味があるのであろうか。本

研究において示唆できるのは、前述のような多種多様に見える生活圏域を大局的な視点

で分類し、その分類に適応させた政策メニューの提供であろう。端的にいえば、ライフ

サイクルの段階に応じた施策展開である。逆都市化現象が続く圏域については、国の手

当てが必要になる可能性が高い。しかし、その手当ては国が主導的に提供するのではな

く、圏域自身が自らの政策を立案し、具体的な事業に移行していく際に国の手当てを求

めるべきである。今回取り上げた中で、人口規模が最小にもかかわらず、いち早く再都

市化へと移行した北見圏域の事例が示唆するのは、行政や商工業者、住民等がいかに有

機的なつながりを持つ重要性である。異なる立場、異なる業種の主体が交流することに

よって、工業においても、商業においても、新たな価値、新たなビジネスを創造する機

会は確実に増える。また、こうした交流はまれに新たな観光資源を創造するのであり、

多くの圏域が望むであろう交流人口の拡大にも寄与するのである。 

また、さらにライフサイクルに応じた施策展開に踏み込むならば、郊外化段階の圏域

に対しては、過剰な郊外化を避けるための将来人口予測にともなう長期的な人口配置計



44 
 

画と土地利用規制が必要であろうし、都市化・再都市化段階の圏域に対しては、国は絶

えずウォッチする程度で、積極的に関与する意味はほぼないに等しい。 

 

５－３．今後の課題 
クラッセンの都市ライフサイクル論の我が国の都市圏への適用に向けて、さらに研究

を進める必要がある。今回は資料や時間の制約上、1980 年から 2000 年までの 20 年間

あまりの分析にとどまったが、少なくとも DID 人口が国勢調査の項目に盛り込まれた

1960 年までさかのぼる必要がある。また、大西委員からクラッセンが対象とした城郭・

城塞を起源とするヨーロッパの都市中心部と我が国のあいまいな都市中心部との違い

についてのご指摘をいただき、これを考慮した分析方法を開発する必要があろう。山崎

委員からは、地方都市の低調な人口増加率の背景には高い出生率と転出率で相殺されて

いる背景があり、よりミクロな人口動態を見ていく必要があるとのご指摘をいただいた。

大野委員からは、再都市化への方途よりは逆都市化が続く要因を詳しく知りたいとのご

指摘をいただいた。本研究は萌芽的研究であり、以上のようなご指摘にこたえるべく、

今後も辛抱強く研究を進め、持続可能な国土づくりに寄与できるよう、有用な政策的イ

ンプリケーションを提示していきたい。 
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○資料編 
    総人口推移（人） DID 人口推移（人） DID 面積（k ㎡） 財政力指数 高齢化率（65 歳以上） 
都市圏

NO
82 生活圏域 1980 1985 1990 1995 2000 1980 1985 1990 1995 2000 1980 1985 1990 1995 2000 1980 1985 1990 1995 2000 1980 1985 1990 1995 2000 

1 札幌・小樽・江別大都市圏 2,049,562 2,202,936 2,334,753 2,454,305 2,525,808 1,662,503 1,806,597 2,009,686 2,173,509 2,246,732 239.6 255.8 296.7 319.4 327.4 0.297 0.315 0.282 0.302 0.289  7.22% 8.54% 10.35% 12.87% 15.83% 

2 函館市圏 408,073 407,877 395,249 391,545 383,790 309,524 305,406 295,289 313,375 298,587 42.4 42.7 44.7 49.5 49.7 0.311 0.323 0.279 0.293 0.290  9.26% 10.78% 13.25% 16.40% 19.90% 
3 旭川市圏 533,881 534,065 512,657 506,876 500,775 338,547 353,478 352,540 360,812 365,776 72.5 77.5 82.5 85.6 88.3 0.246 0.251 0.204 0.203 0.198  8.75% 10.57% 13.38% 16.69% 20.40% 
4 室蘭市圏 257,614 245,190 222,755 215,491 205,181 195,315 177,116 159,733 154,707 147,654 42.4 42.5 42.8 41.7 42.0 0.516 0.520 0.440 0.454 0.420  7.88% 10.35% 13.77% 17.15% 21.55% 
5 釧路市圏 253,117 255,375 248,049 243,425 235,100 204,866 208,609 200,021 194,410 189,457 39.8 41.7 41.0 41.8 42.7 0.344 0.360 0.312 0.306 0.298  6.24% 7.67% 9.98% 12.86% 16.74% 
6 帯広市圏 290,897 302,226 302,183 307,679 311,402 168,814 190,598 197,850 204,971 211,351 42.6 47.8 52.4 54.7 54.8 0.277 0.298 0.245 0.245 0.244  8.01% 9.46% 11.61% 14.40% 17.60% 
7 北見市圏 250,509 250,659 244,163 241,741 238,268 132,154 131,876 132,355 139,203 134,721 30.8 32.1 34.8 35.1 33.2 0.257 0.284 0.243 0.228 0.218  8.10% 9.86% 12.31% 15.65% 19.24% 
8 苫小牧市圏 260,998 273,153 277,995 291,826 297,521 175,609 191,710 204,552 223,650 221,226 54.7 55.5 61.2 66.6 67.6 0.513 0.578 0.558 0.537 0.517  5.84% 7.33% 9.37% 11.88% 14.96% 
9 青森市圏 336,799 342,474 332,248 336,228 338,340 237,500 237,991 230,969 239,466 249,144 33.8 34.6 36.5 37.8 40.0 0.278 0.308 0.270 0.268 0.270  7.90% 9.32% 11.73% 14.52% 17.74% 
10 弘前市圏 572,686 565,500 548,029 544,370 538,381 192,684 198,310 191,431 194,371 192,631 34.2 38.1 40.0 41.4 41.7 0.254 0.283 0.245 0.243 0.244  10.25% 11.98% 14.62% 18.02% 21.75% 
11 八戸市圏 538,459 545,973 539,600 540,743 541,524 210,883 206,902 224,694 229,692 229,967 64.3 65.7 73.1 74.7 76.5 0.260 0.300 0.265 0.274 0.270  7.77% 9.31% 11.79% 14.87% 18.37% 
12 盛岡市圏 529,894 553,323 565,351 582,223 595,695 215,340 226,990 241,485 253,092 257,784 36.6 38.9 43.6 44.1 44.6 0.357 0.399 0.373 0.341 0.351  8.60% 10.00% 12.17% 15.01% 17.95% 
13 仙台・石巻大都市圏 1,771,283 1,867,653 1,954,703 2,044,702 2,092,418 962,322 1,057,897 1,137,923 1,258,280 1,311,261 153.9 175.4 191.1 212.1 219.9 0.379 0.437 0.380 0.384 0.411  8.16% 9.33% 11.17% 13.60% 16.22% 
14 秋田市圏 451,398 463,485 467,903 476,461 480,385 230,464 255,578 267,257 278,206 284,515 41.5 48.8 52.7 54.7 56.9 0.304 0.344 0.300 0.305 0.298  8.60% 10.31% 12.86% 16.21% 19.53% 
15 山形市圏 671,180 684,585 687,949 692,841 691,300 260,512 268,873 282,731 310,266 311,887 51.6 54.8 58.4 64.0 64.8 0.364 0.422 0.387 0.382 0.371  11.76% 13.27% 16.00% 19.33% 22.34% 
16 酒田・鶴岡市圏 396,691 393,388 387,523 382,860 375,558 125,461 120,451 136,826 139,354 134,913 23.8 24.3 29.1 31.6 31.8 0.317 0.357 0.300 0.284 0.283  11.97% 13.87% 16.76% 20.57% 24.09% 
17 福島市圏 591,996 600,782 604,283 608,449 605,388 231,597 239,449 253,988 264,621 262,333 45.7 48.8 55.6 58.0 58.2 0.296 0.356 0.340 0.348 0.341  10.57% 12.04% 14.54% 17.83% 20.79% 
18 会津若松市圏 324,728 324,332 321,790 319,831 311,738 96,523 102,167 104,586 107,164 106,065 16.2 17.4 18.6 20.2 20.4 0.258 0.298 0.283 0.289 0.287  12.71% 14.58% 17.71% 21.39% 24.79% 
19 郡山市圏 660,640 683,818 703,166 725,675 735,495 226,751 249,404 271,715 286,085 291,096 42.5 48.6 54.9 59.2 59.6 0.321 0.371 0.368 0.383 0.377  9.36% 10.53% 12.52% 15.29% 17.86% 
20 いわき市圏 374,848 384,229 389,519 394,671 393,888 136,331 147,030 169,239 170,396 172,933 32.3 35.0 43.9 44.8 45.5 0.402 1.320 1.186 1.090 0.822  9.89% 11.66% 14.19% 17.00% 19.73% 
21 水戸・ひたちなか市圏 718,276 754,748 776,780 794,948 806,351 206,118 247,136 263,744 280,410 291,469 43.5 51.6 56.5 61.4 64.5 0.413 0.501 0.504 0.463 0.440  9.27% 10.30% 12.18% 14.72% 17.25% 
22 日立市圏 397,184 402,770 399,542 397,301 387,021 193,742 190,308 192,935 197,606 194,433 39.6 39.8 43.1 44.5 45.9 0.323 0.402 0.402 0.405 0.375  9.76% 11.47% 13.87% 16.71% 19.63% 
23 つくば・土浦市圏 776,371 843,297 943,156 1,015,608 1,047,157 133,555 193,998 274,713 356,623 376,380 27.9 42.1 63.5 76.0 80.0 0.422 0.524 0.483 0.504 0.478  9.86% 10.68% 11.63% 13.46% 15.58% 
24 宇都宮市圏 911,228 956,370 997,282 1,023,397 1,037,721 351,313 381,117 427,191 448,705 459,919 69.9 75.4 85.0 90.1 91.3 0.552 0.628 0.636 0.646 0.608  9.33% 10.50% 12.26% 14.63% 17.00% 
25 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 1,603,439 1,687,635 1,759,096 1,816,804 1,823,565 621,830 665,044 742,603 800,393 806,795 130.0 140.6 161.7 176.0 178.1 0.478 0.590 0.605 0.612 0.590  9.69% 10.83% 12.53% 14.76% 17.29% 
26 小山市圏 733,411 772,276 806,026 836,110 840,947 181,338 189,131 219,121 257,363 266,757 35.1 38.6 46.4 53.9 57.7 0.508 0.607 0.613 0.624 0.582  8.93% 9.97% 11.66% 14.04% 16.45% 
27 前橋・高崎・伊勢崎市圏 1,296,740 1,348,598 1,389,154 1,426,128 1,446,777 498,888 526,561 585,889 591,622 592,047 101.4 108.7 130.5 136.9 137.4 0.395 0.476 0.480 0.500 0.484  10.04% 11.23% 13.03% 15.64% 18.23% 
28 京浜葉大都市圏 27,505,712 29,037,263 30,513,394 31,244,202 32,091,245 23,779,297 25,282,536 27,202,697 28,087,386 28,944,185 2646.0 2784.0 3057.9 3144.0 3196.9 0.609 0.730 0.804 0.790 0.702  6.80% 7.88% 9.20% 11.37% 14.19% 
29 新潟市圏 953,235 982,734 998,225 1,019,863 1,028,453 577,222 605,309 628,629 650,492 657,919 100.5 105.6 113.0 114.0 116.8 0.420 0.499 0.467 0.471 0.465  9.57% 11.04% 13.21% 15.96% 18.78% 
30 長岡市圏 807,108 811,646 808,526 810,588 799,495 300,152 293,558 311,700 329,762 324,197 50.6 51.5 60.1 65.0 66.4 0.351 0.404 0.400 0.430 0.430  11.30% 12.98% 15.47% 18.49% 21.47% 
31 上越市圏 332,084 329,035 319,106 315,692 312,014 105,290 103,576 102,876 104,137 112,218 23.6 24.3 26.3 28.0 30.5 0.315 0.355 0.322 0.310 0.311  12.35% 14.14% 17.11% 20.46% 23.53% 
32 富山市圏 527,013 537,230 543,651 552,610 556,830 228,534 233,434 250,680 258,124 252,749 46.8 49.8 58.2 61.3 62.1 0.435 0.538 0.516 0.488 0.457  10.65% 12.22% 14.30% 16.92% 19.55% 
33 高岡市圏 506,210 509,921 504,275 499,434 494,953 181,699 175,995 173,174 174,535 168,582 35.6 36.0 37.9 40.9 41.9 0.456 0.528 0.502 0.492 0.445  11.51% 13.30% 15.67% 18.66% 21.64% 
34 金沢市圏 615,329 644,660 668,199 691,896 701,801 379,656 408,812 430,834 472,716 476,485 58.0 63.2 67.1 74.5 77.9 0.467 0.563 0.544 0.535 0.505  9.20% 10.38% 11.94% 13.82% 15.96% 
35 小松市圏 259,180 268,462 270,146 273,934 277,391 85,712 80,567 78,282 79,655 73,354 17.1 16.8 17.9 19.1 18.4 0.466 0.600 0.544 0.495 0.456  10.75% 12.05% 14.14% 16.51% 18.74% 
36 福井市圏 644,859 663,249 666,844 673,091 675,707 246,637 247,629 272,484 281,899 281,820 43.8 45.8 54.7 57.1 59.5 0.359 0.443 0.418 0.401 0.394  11.36% 12.71% 14.72% 17.53% 20.20% 
37 甲府市圏 661,119 690,095 708,800 733,714 743,309 224,752 232,605 259,747 282,829 283,182 37.5 41.3 52.1 55.9 57.5 0.304 0.398 0.411 0.418 0.410  11.62% 12.90% 14.72% 16.96% 19.27% 
38 長野市圏 593,020 606,451 613,007 624,710 623,245 234,291 245,200 261,067 290,276 298,420 45.6 47.4 50.7 56.7 58.8 0.308 0.365 0.348 0.340 0.321  11.15% 12.76% 15.16% 17.97% 20.68% 
39 松本市圏 539,869 553,616 558,258 568,939 578,905 215,449 220,894 235,504 256,120 264,610 45.7 46.1 52.9 57.8 60.4 0.393 0.456 0.427 0.402 0.389  11.49% 12.83% 15.18% 17.93% 20.38% 
40 上田市圏 401,752 414,330 421,433 430,441 436,047 97,219 96,910 105,795 103,070 101,204 22.8 23.7 28.8 28.6 29.0 0.370 0.462 0.432 0.407 0.391  12.62% 14.06% 16.47% 19.32% 21.71% 
41 飯田市圏 220,929 223,010 221,386 236,221 237,792 31,357 39,052 43,082 48,439 46,877 5.6 7.9 9.8 11.7 11.7 0.235 0.277 0.253 0.249 0.242  13.60% 16.19% 19.11% 22.24% 24.56% 
42 中京大都市圏 7,999,285 8,311,632 8,603,864 8,829,436 9,021,043 4,811,111 5,044,007 5,543,954 5,894,169 6,084,003 822.6 867.5 995.2 1066.5 1089.4 0.549 0.672 0.693 0.691 0.660  7.82% 8.85% 10.25% 12.44% 15.03% 
43 豊川・豊橋市圏 611,822 643,815 668,178 688,430 703,423 293,526 310,126 350,827 385,571 400,083 53.4 55.5 64.5 70.6 72.6 0.514 0.676 0.694 0.694 0.657  9.36% 10.48% 11.89% 14.08% 16.28% 
44 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 1,159,428 1,193,217 1,215,333 1,230,471 1,228,406 741,036 767,317 819,896 847,026 849,644 119.7 126.2 141.9 146.9 147.4 0.577 0.699 0.717 0.734 0.685  8.86% 10.11% 12.04% 14.83% 17.88% 
45 沼津・三島市圏 622,566 650,313 670,484 682,298 685,043 355,454 373,420 406,699 438,259 438,917 62.7 66.1 73.4 77.9 78.5 0.730 0.859 0.907 0.898 0.813  8.26% 9.45% 11.22% 13.94% 16.93% 
46 富士宮・富士市圏 380,857 392,874 405,093 413,706 417,126 201,023 205,562 235,206 256,229 266,545 43.7 45.4 57.1 62.8 64.8 0.569 0.674 0.697 0.660 0.598  8.29% 9.51% 11.23% 13.68% 16.36% 
47 浜松市圏 1,006,785 1,061,648 1,106,017 1,140,259 1,174,164 407,079 422,826 489,867 522,445 564,749 78.6 81.7 96.1 101.4 106.3 0.602 0.715 0.769 0.721 0.672  9.34% 10.39% 12.09% 14.57% 17.02% 
48 津・松阪市圏 456,846 471,901 480,596 492,418 494,493 162,322 167,093 180,492 184,686 184,354 31.4 33.2 38.1 38.9 40.1 0.336 0.402 0.399 0.412 0.393  11.77% 12.78% 14.39% 17.02% 19.89% 
49 伊勢市圏 265,590 268,820 267,112 268,003 264,087 81,058 74,032 76,248 74,202 65,172 13.2 12.9 15.2 15.2 14.1 0.408 0.475 0.454 0.465 0.465  11.64% 12.77% 14.68% 17.77% 21.30% 
50 京阪神大都市圏 16,590,465 17,121,539 17,468,447 17,659,280 17,909,370 14,113,878 14,554,180 15,057,403 15,341,858 15,593,407 1555.3 1613.1 1732.1 1798.3 1831.8 0.560 0.663 0.681 0.673 0.628  8.04% 9.05% 10.44% 12.63% 15.48% 
51 彦根市圏 476,356 492,854 503,453 516,944 527,856 81,688 88,466 108,868 125,931 147,515 16.0 17.4 22.5 24.9 28.4 0.415 0.524 0.509 0.492 0.490  11.38% 12.43% 14.09% 16.30% 18.29% 
52 橿原市圏 556,206 588,682 616,720 650,151 651,084 190,103 204,176 240,210 316,080 316,953 31.0 32.5 38.5 48.5 48.3 0.312 0.385 0.385 0.376 0.353  10.11% 10.97% 12.49% 14.59% 17.37% 
53 和歌山市圏 666,120 667,933 662,038 666,818 661,046 335,275 346,365 349,605 354,422 345,528 62.7 67.1 71.6 75.5 76.0 0.427 0.487 0.459 0.461 0.441  10.74% 12.04% 13.94% 16.53% 19.60% 
54 鳥取市圏 285,603 291,749 293,956 293,716 293,232 73,768 80,728 86,202 92,105 99,298 13.0 14.5 16.6 16.7 18.1 0.252 0.290 0.256 0.244 0.246  12.40% 13.60% 15.84% 18.78% 21.43% 
55 米子市圏 315,606 320,423 316,799 315,436 313,966 82,564 81,715 82,798 85,645 90,335 18.2 18.7 21.2 22.5 23.9 0.334 0.389 0.376 0.336 0.339  12.35% 13.97% 16.72% 19.93% 22.86% 
56 松江市圏 398,682 409,039 411,053 414,156 419,453 128,995 135,495 142,920 145,490 147,782 26.6 28.0 31.0 31.2 31.7 0.336 0.387 0.372 0.388 0.362  11.70% 13.13% 15.54% 18.65% 21.46% 
57 岡山・倉敷市圏 1,367,994 1,412,953 1,431,985 1,466,133 1,480,523 566,320 588,384 667,078 727,590 759,612 123.5 131.0 153.5 170.9 179.3 0.423 0.486 0.454 0.449 0.426  10.55% 11.53% 13.16% 15.39% 18.06% 
58 広島大都市圏 1,711,027 1,783,413 1,832,323 1,874,678 1,889,119 1,156,763 1,247,381 1,315,436 1,349,790 1,373,453 162.7 178.9 195.9 196.1 201.2 0.443 0.483 0.439 0.432 0.401  9.04% 10.22% 11.81% 13.95% 16.36% 
59 福山市圏 860,061 871,682 860,331 857,204 849,619 370,036 377,839 395,319 425,788 412,164 75.5 80.4 90.2 98.0 95.8 0.471 0.558 0.502 0.505 0.454  10.87% 12.28% 14.58% 17.43% 20.39% 
60 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市 4,427,880 4,604,904 4,712,799 4,853,962 4,951,624 2,882,606 3,018,581 3,249,524 3,438,999 3,535,972 456.1 474.3 527.9 551.0 560.3 0.387 0.442 0.418 0.426 0.424  9.04% 10.24% 12.07% 14.39% 16.98% 
61 宇部市圏 271,297 277,948 276,116 274,157 271,407 128,547 132,027 135,451 125,752 113,237 39.6 40.6 43.7 37.3 36.1 0.572 0.640 0.620 0.543 0.510  11.07% 12.80% 15.41% 18.33% 21.37% 
62 山口・防府市圏 393,251 406,208 404,599 406,544 404,307 132,104 135,955 169,692 176,685 182,132 35.4 36.9 48.4 50.4 51.6 0.372 0.419 0.366 0.346 0.338  12.59% 13.80% 16.07% 18.91% 21.78% 
63 徳山市圏 316,076 317,067 310,261 305,802 300,180 154,321 152,504 149,485 148,783 143,385 46.8 46.9 47.8 47.6 48.2 0.595 0.632 0.588 0.546 0.510  10.28% 12.06% 14.51% 17.51% 20.57% 
64 岩国市圏 268,209 262,947 254,955 249,599 242,912 109,429 112,774 115,555 119,587 116,060 33.6 34.7 36.8 39.5 40.0 0.385 0.427 0.407 0.399 0.369  12.13% 14.04% 16.97% 20.54% 24.17% 
65 徳島市圏 682,572 697,471 702,076 708,144 706,773 214,470 221,759 241,470 255,911 254,398 41.9 43.0 50.4 52.7 53.8 0.351 0.405 0.384 0.390 0.400  11.12% 12.37% 14.45% 17.59% 20.40% 
66 高松市圏 818,520 841,657 846,317 854,004 854,723 312,582 318,571 333,281 334,308 323,655 64.9 66.8 73.9 75.5 74.7 0.440 0.506 0.483 0.495 0.479  11.38% 12.70% 14.69% 17.39% 20.06% 
67 松山市圏 588,005 614,839 629,697 648,143 659,642 327,240 358,367 397,439 427,954 449,541 55.8 59.7 68.1 70.5 74.0 0.304 0.365 0.333 0.340 0.347  9.73% 10.78% 12.70% 15.33% 17.88% 
68 今治市圏 260,301 263,128 257,370 251,777 248,149 83,999 86,356 91,308 91,565 91,195 16.6 17.4 20.0 19.5 19.6 0.339 0.436 0.328 0.348 0.339  12.18% 13.56% 16.06% 19.31% 22.19% 
69 新居浜市圏 323,496 328,423 325,112 322,619 319,236 142,448 149,064 155,582 160,882 158,815 39.2 41.7 46.7 49.1 49.4 0.554 0.655 0.593 0.579 0.558  11.02% 12.67% 15.28% 18.58% 21.66% 
70 高知市圏 541,476 556,598 554,271 554,849 563,290 276,431 282,569 302,217 314,028 316,045 40.2 42.1 49.8 51.6 51.3 0.282 0.318 0.280 0.272 0.272  12.53% 13.82% 16.26% 19.54% 22.25% 
71 大牟田市圏 457,246 459,165 442,855 432,204 421,056 188,604 187,998 182,584 172,992 170,111 43.9 45.3 48.8 45.8 46.7 0.371 0.437 0.377 0.361 0.355  12.87% 14.74% 17.68% 21.01% 24.13% 
72 佐賀市圏 592,576 597,662 593,124 593,550 585,004 171,651 182,372 176,076 196,491 184,065 29.6 32.9 33.5 38.4 36.7 0.329 0.379 0.366 0.355 0.352  11.89% 13.08% 15.22% 17.93% 20.68% 
73 長崎市圏 739,447 759,459 765,164 770,784 767,009 436,758 448,274 495,360 505,007 503,541 60.6 63.0 73.4 75.3 77.5 0.386 0.421 0.369 0.375 0.367  9.17% 10.56% 12.80% 15.48% 18.35% 
74 佐世保市圏 550,357 550,117 537,234 533,437 522,384 191,317 187,114 182,304 190,354 182,678 33.6 33.7 35.8 37.9 37.3 0.285 0.355 0.310 0.329 0.325  11.44% 13.06% 15.79% 18.76% 21.82% 
75 熊本市圏 905,481 955,782 988,834 1,029,608 1,051,247 454,112 503,023 539,034 592,868 616,785 67.5 75.7 83.2 92.6 95.3 0.306 0.355 0.292 0.291 0.298  10.50% 11.62% 13.40% 15.67% 18.20% 
76 八代市圏 251,052 253,278 250,980 248,947 245,631 52,695 52,881 57,400 68,480 68,656 13.3 14.6 16.8 19.6 20.3 0.265 0.291 0.268 0.255 0.249  12.24% 13.92% 16.49% 20.01% 23.64% 
77 大分・別府市圏 756,427 782,000 786,910 795,002 799,222 367,590 405,939 437,537 449,335 442,784 70.1 77.0 87.5 89.2 88.4 0.309 0.340 0.299 0.307 0.315  10.47% 11.74% 13.88% 16.71% 19.67% 
78 宮崎市圏 440,811 463,459 477,833 496,792 504,687 205,868 225,488 242,569 268,883 280,350 34.8 38.8 45.5 50.4 53.3 0.342 0.395 0.382 0.385 0.393  9.16% 10.31% 12.10% 14.59% 17.40% 
79 都城市圏 550,716 561,357 558,018 560,801 558,487 104,607 122,525 137,977 141,717 136,398 26.4 31.5 38.3 38.8 37.3 0.263 0.306 0.278 0.295 0.293  12.56% 14.16% 16.54% 19.79% 23.21% 
80 延岡市圏 257,928 256,680 247,067 240,657 236,674 134,309 140,573 137,454 138,701 138,502 27.6 29.6 31.0 32.0 31.6 0.256 0.265 0.229 0.227 0.226  9.81% 11.46% 14.06% 17.76% 21.49% 
81 鹿児島市圏 690,133 721,667 729,737 744,246 753,266 440,233 479,089 497,655 509,504 517,597 69.5 75.5 81.5 82.2 83.7 0.291 0.321 0.285 0.281 0.281  9.84% 11.09% 13.16% 15.68% 18.22% 
82 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 893,869 962,468 1,008,325 1,057,391 1,099,082 553,796 603,605 685,115 756,847 785,292 68.4 75.8 92.7 106.1 109.9 0.286 0.373 0.371 0.368 0.361  6.83% 7.66% 8.82% 10.50% 12.81% 
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    農業産出額（百万円） 製造品出荷額（百万円） 商業年間商品販売額（百万円） 失業率
都市圏 82 生活圏域 1980 1985 1990 1995 2000 1980 1985 1990 1995 2000 1981 1984 1990 1996 2001 1980 1985 1990 1995 2000

1 札幌・小樽・江別大都市圏 122,507 142,589 139,970 135,280 110,940 1,108,129 1,198,432 1,597,177 1,553,823 1,456,543 10,705,323 11,120,442 14,496,750 13,386,760 11,630,240 3.26% 5.19% 4.15% 5.30% 5.78%

2 函館市圏 15,148 18,150 17,810 17,630 15,400 292,565 324,410 414,303 429,898 449,045 1,041,470 1,018,394 1,420,649 1,399,316 1,135,190 3.98% 6.30% 5.48% 6.18% 6.83%
3 旭川市圏 98,700 119,571 110,710 116,080 101,580 330,509 334,101 395,033 407,556 347,457 1,522,988 1,556,819 1,927,890 1,974,071 1,562,463 2.37% 4.36% 3.76% 4.49% 4.94%
4 室蘭市圏 11,865 13,380 17,520 14,830 12,380 722,773 633,073 507,615 518,361 540,147 518,853 476,487 544,694 534,979 412,184 4.08% 7.12% 4.93% 5.57% 6.20%
5 釧路市圏 12,069 14,206 14,570 14,980 15,210 387,547 377,308 446,801 378,790 327,658 940,201 926,461 1,118,678 1,105,478 828,724 3.23% 5.73% 4.78% 5.52% 6.34%
6 帯広市圏 135,059 166,939 175,350 178,170 183,180 243,945 290,190 307,521 307,901 317,086 817,606 962,360 1,185,663 1,383,184 1,237,752 1.85% 3.47% 2.82% 3.23% 3.11%
7 北見市圏 84,397 95,185 102,260 113,830 108,490 193,235 204,719 230,446 276,078 296,454 796,871 815,111 898,437 907,344 817,972 1.71% 2.94% 2.60% 3.17% 3.04%
8 苫小牧市圏 21,347 29,255 31,620 26,780 30,710 780,825 813,156 901,106 975,371 1,166,644 619,450 622,587 868,163 981,723 785,901 2.46% 4.54% 3.05% 3.90% 5.27%
9 青森市圏 7,582 16,940 14,820 14,780 10,860 116,713 123,610 145,655 157,575 139,664 1,197,228 1,245,607 1,328,312 1,377,757 1,282,828 3.71% 5.96% 5.13% 5.85% 5.73%
10 弘前市圏 141,626 170,009 142,750 144,600 115,250 176,358 244,096 344,130 423,313 517,857 923,112 943,382 1,237,972 1,418,684 1,123,252 3.49% 4.98% 4.55% 5.18% 5.82%
11 八戸市圏 91,632 157,332 161,060 154,580 139,050 553,565 668,375 799,670 771,188 717,507 1,175,716 1,211,718 1,473,778 1,578,260 1,322,116 3.32% 5.09% 4.46% 5.21% 5.61%
12 盛岡市圏 82,929 120,258 117,890 111,010 98,300 316,900 479,711 710,037 745,609 781,936 1,799,054 1,979,698 2,378,350 2,572,606 2,215,157 2.01% 3.27% 2.52% 3.18% 4.20%
13 仙台・石巻大都市圏 216,694 263,830 229,940 203,840 166,730 1,985,046 2,591,919 3,263,386 3,138,806 3,340,851 9,417,628 9,868,039 14,129,477 13,145,384 10,522,025 2.20% 3.45% 2.88% 4.12% 5.21%
14 秋田市圏 65,782 71,800 65,680 61,100 47,480 381,893 444,103 536,353 618,805 592,815 1,529,721 1,668,782 2,058,090 2,208,090 1,613,885 2.72% 3.86% 3.17% 3.79% 4.91%
15 山形市圏 144,592 156,173 154,760 137,660 119,870 669,465 1,017,448 1,357,260 1,412,043 1,473,653 1,747,404 1,816,707 2,320,866 2,145,367 1,879,428 1.43% 1.93% 1.65% 2.63% 3.27%
16 酒田・鶴岡市圏 114,824 130,340 109,280 93,350 82,500 426,156 600,414 777,886 773,000 966,391 726,276 730,789 899,274 920,202 754,087 2.02% 2.66% 1.99% 2.88% 3.83%
17 福島市圏 92,294 114,783 105,250 88,290 76,370 660,556 1,032,743 1,484,876 1,628,506 1,950,482 1,351,063 1,479,448 1,885,332 1,610,110 1,200,867 1.82% 2.50% 2.25% 3.28% 4.17%
18 会津若松市圏 67,373 73,108 68,700 54,800 50,780 351,494 484,033 615,827 654,290 544,077 508,576 547,196 737,937 710,065 560,741 1.75% 2.65% 2.25% 3.13% 4.09%
19 郡山市圏 122,539 144,578 137,070 116,370 96,480 824,587 1,350,033 1,899,423 2,039,127 2,376,284 1,394,599 1,549,784 2,491,967 2,587,010 2,168,426 1.95% 2.57% 2.24% 3.51% 4.18%
20 いわき市圏 25,662 29,544 25,110 22,340 18,000 551,050 695,849 836,966 1,021,625 1,084,095 696,955 731,850 1,038,834 1,062,369 895,946 3.58% 4.61% 3.74% 4.67% 6.00%
21 水戸・ひたちなか市圏 146,763 155,423 154,840 155,980 139,130 933,821 1,408,036 1,668,921 1,617,498 1,720,668 1,993,269 2,247,941 3,225,789 3,010,706 2,401,244 1.69% 2.44% 2.40% 3.82% 4.20%
22 日立市圏 28,599 29,017 25,440 22,780 18,750 1,237,621 1,421,901 1,940,649 1,935,057 1,662,165 546,954 601,684 921,689 870,515 631,533 2.07% 2.87% 2.63% 4.25% 4.89%
23 つくば・土浦市圏 187,086 192,060 177,790 156,000 135,190 1,278,641 2,003,478 2,967,913 3,336,140 3,317,959 1,293,261 1,504,544 2,358,550 2,293,232 2,187,205 1.67% 2.42% 2.32% 3.76% 4.24%
24 宇都宮市圏 152,018 174,469 161,430 143,010 133,270 2,332,288 3,279,220 4,478,485 4,317,869 4,087,120 2,551,539 2,792,602 4,075,719 3,928,157 3,590,184 1.78% 2.38% 2.32% 3.71% 4.25%
25 足利・桐生・大田・熊谷・深谷市圏 220,731 228,144 213,340 193,600 165,170 4,245,870 6,955,229 9,283,812 9,205,234 9,258,131 2,999,211 3,349,223 4,961,324 4,428,514 3,903,043 1.82% 2.42% 2.53% 4.09% 4.53%
26 小山市圏 153,779 161,646 165,990 147,960 128,990 1,898,988 2,516,461 3,339,526 3,175,761 3,070,643 1,207,841 1,394,166 2,275,872 2,054,064 1,727,112 1.65% 2.34% 2.35% 3.87% 4.37%
27 前橋・高崎・伊勢崎市圏 209,023 213,177 195,760 169,940 149,160 2,311,647 3,387,813 4,305,853 4,152,324 4,114,086 3,382,254 3,992,612 5,516,658 5,018,920 4,108,419 1.91% 2.78% 2.58% 3.88% 4.34%
28 京浜葉大都市圏 643,683 652,044 668,290 612,290 543,040 54,685,303 65,524,111 76,702,806 67,162,639 62,136,168 195,827,807 202,458,652 272,440,775 217,260,097 216,681,805 2.51% 3.34% 3.01% 4.84% 5.02%
29 新潟市圏 129,666 143,157 141,190 129,260 115,800 1,291,713 1,314,110 1,521,397 1,568,965 1,494,706 3,449,949 3,571,534 4,986,210 4,999,896 4,081,955 2.03% 3.18% 2.67% 3.40% 4.77%
30 長岡市圏 107,710 123,434 115,870 105,750 91,710 1,247,132 1,592,242 2,177,270 2,166,392 2,003,525 1,980,088 2,124,395 2,832,255 2,747,161 2,176,220 1.25% 1.84% 1.66% 2.49% 3.78%
31 上越市圏 47,440 51,800 47,760 41,760 31,140 536,552 573,399 673,889 695,035 773,893 581,929 614,335 778,644 818,881 630,316 1.20% 1.54% 1.65% 2.21% 3.02%
32 富山市圏 45,570 50,516 43,350 39,030 29,200 908,871 1,162,070 1,463,090 1,461,646 1,449,622 2,229,285 2,408,506 3,058,443 2,885,236 2,085,928 1.92% 2.33% 2.17% 3.02% 3.54%
33 高岡市圏 58,721 64,997 58,130 51,750 40,840 1,330,708 1,490,102 1,911,931 1,880,279 1,725,450 1,076,453 1,172,257 1,532,324 1,456,119 1,145,450 1.56% 2.20% 1.99% 2.91% 3.81%
34 金沢市圏 37,528 44,196 40,360 35,340 28,910 668,910 874,000 1,358,675 1,346,119 1,254,615 3,230,731 3,301,324 4,548,915 4,485,753 3,466,820 1.85% 2.50% 2.25% 3.40% 3.68%
35 小松市圏 22,017 27,565 24,510 20,850 15,740 539,472 631,036 911,889 806,180 991,046 450,698 495,747 611,719 608,882 488,625 1.67% 2.38% 2.47% 3.63% 4.19%
36 福井市圏 61,810 71,340 66,740 60,130 50,610 913,644 1,346,890 1,670,073 1,670,719 1,724,536 1,929,157 2,031,235 2,682,162 2,655,738 2,001,551 1.48% 2.01% 1.87% 2.56% 3.15%
37 甲府市圏 105,112 102,813 109,750 101,870 88,270 775,487 1,356,173 1,885,504 1,941,248 2,110,140 1,349,496 1,416,495 2,123,119 1,953,677 1,780,343 1.88% 2.57% 2.50% 3.59% 3.96%
38 長野市圏 79,864 80,619 74,160 68,050 57,340 697,198 1,105,731 1,358,585 1,340,402 1,256,180 1,636,546 2,378,213 3,218,274 2,752,014 2,149,094 1.32% 1.73% 1.71% 2.38% 3.18%
39 松本市圏 67,674 77,808 78,290 71,720 55,260 966,489 1,402,451 1,851,450 1,950,543 2,279,667 1,521,932 1,809,441 2,535,457 2,452,717 2,071,983 1.29% 1.81% 1.97% 2.77% 3.41%
40 上田市圏 75,853 78,902 77,010 67,520 56,040 754,980 1,223,006 1,524,024 1,497,691 1,589,552 775,546 888,868 1,155,706 1,111,541 1,011,197 1.38% 1.80% 1.96% 2.79% 3.58%
41 飯田市圏 46,382 50,230 47,070 41,920 36,150 284,170 482,131 662,186 644,437 681,803 284,022 367,721 396,343 501,488 459,860 0.99% 1.36% 1.36% 2.09% 2.51%
42 中京大都市圏 390,248 407,175 380,490 364,100 321,340 24,903,737 33,616,649 43,520,264 39,721,781 40,715,716 42,175,914 47,940,386 70,310,968 64,134,654 46,331,906 1.81% 2.47% 2.46% 3.80% 4.19%
43 豊川・豊橋市圏 143,406 136,324 151,750 146,920 140,530 1,836,141 2,844,406 4,351,194 4,420,278 4,799,034 1,366,095 1,558,116 2,103,409 2,146,068 1,667,579 1.62% 2.15% 2.15% 3.11% 3.71%
44 静岡・清水・焼津・藤枝市圏 97,676 104,889 95,040 92,250 86,240 2,787,597 3,453,097 4,343,282 4,287,114 3,946,541 4,353,576 5,144,150 7,443,746 6,145,974 4,512,030 2.10% 2.73% 2.45% 3.68% 4.02%
45 沼津・三島市圏 40,172 41,932 41,010 32,340 28,090 1,475,467 2,123,015 2,848,636 2,623,988 2,421,609 1,420,877 1,620,930 2,439,831 2,321,276 1,749,314 2.16% 2.76% 2.62% 3.92% 4.45%
46 富士宮・富士市圏 29,797 27,781 24,610 23,200 21,930 1,648,150 2,041,266 2,628,636 2,604,224 2,414,894 655,099 792,538 1,103,333 1,105,994 933,470 2.13% 2.76% 2.45% 3.72% 4.08%
47 浜松市圏 122,574 131,645 130,500 124,960 112,540 3,036,651 4,167,251 5,269,125 5,458,084 6,472,603 2,779,035 3,151,838 4,406,560 4,177,471 3,711,850 1.73% 2.31% 2.27% 3.37% 3.50%
48 津・松阪市圏 49,486 52,005 47,870 48,310 40,370 598,891 829,806 1,144,639 1,234,357 1,496,137 1,118,492 1,216,866 1,541,273 1,487,038 1,197,417 2.30% 2.91% 2.75% 3.45% 3.80%
49 伊勢市圏 23,988 25,823 24,620 24,270 20,250 301,954 452,272 619,269 607,473 555,575 398,576 441,527 612,587 575,022 452,108 2.63% 3.21% 3.04% 3.78% 4.34%
50 京阪神大都市圏 301,468 322,900 300,180 284,310 238,000 35,276,873 42,910,583 50,339,147 45,420,651 41,976,338 90,672,768 97,963,701 127,929,966 110,246,113 84,814,587 3.15% 4.24% 3.85% 5.87% 6.50%
51 彦根市圏 57,591 61,813 57,010 54,980 43,180 1,164,869 1,653,034 2,134,426 2,251,778 2,517,108 722,976 793,998 1,047,184 1,104,134 971,949 1.71% 2.03% 2.07% 2.95% 3.47%
52 橿原市圏 33,752 36,064 30,860 32,350 30,130 598,798 794,001 974,831 978,000 1,014,049 616,961 641,620 982,704 1,054,810 911,707 2.37% 3.11% 3.22% 4.61% 5.37%
53 和歌山市圏 47,770 61,376 68,530 66,450 53,310 2,310,483 2,302,021 2,092,307 1,818,105 1,858,016 1,337,293 1,396,621 1,591,443 1,480,827 1,256,376 2.73% 4.12% 3.50% 4.89% 5.46%
54 鳥取市圏 34,453 39,464 35,890 34,780 26,390 246,581 367,284 474,968 505,704 567,049 563,969 571,438 760,042 782,446 681,479 1.80% 2.60% 2.28% 3.01% 3.50%
55 米子市圏 59,156 64,642 64,040 56,920 45,110 343,100 457,124 608,434 705,003 702,503 705,987 729,641 893,413 996,232 771,982 1.77% 2.93% 2.60% 3.03% 3.68%
56 松江市圏 40,008 40,696 39,240 36,560 28,420 288,144 374,251 480,907 596,710 772,251 1,020,157 1,042,103 1,280,128 1,326,683 1,164,937 1.39% 2.25% 1.99% 2.57% 3.08%
57 岡山・倉敷市圏 94,431 98,207 89,490 87,100 68,070 5,167,531 5,717,216 5,648,444 5,601,095 5,041,129 3,949,810 4,313,771 5,853,386 5,582,890 4,791,739 2.47% 3.27% 3.27% 4.12% 4.72%
58 広島大都市圏 51,870 55,789 46,220 44,360 34,680 3,539,253 4,104,126 5,525,768 4,530,677 4,070,647 8,739,929 8,964,139 13,616,101 11,459,705 10,165,344 2.60% 3.35% 2.63% 3.92% 4.49%
59 福山市圏 43,566 48,519 41,390 40,640 35,070 2,144,557 2,597,208 3,144,808 2,997,218 3,116,832 2,172,360 2,230,639 2,876,633 2,642,866 2,164,005 2.53% 3.40% 3.01% 4.41% 5.00%
60 北九州・福岡・下関・久留米・春日大都市圏 228,682 249,568 246,040 238,980 214,580 5,944,312 6,842,842 8,149,190 8,230,204 7,799,527 19,238,936 20,712,575 27,150,583 28,680,772 22,421,138 0.25% 5.74% 4.48% 5.61% 6.04%
61 宇部市圏 15,009 15,593 14,230 13,370 12,480 965,186 890,470 934,160 929,537 887,008 671,002 680,864 786,320 595,428 546,774 3.16% 3.89% 3.29% 4.20% 4.38%
62 山口・防府市圏 41,375 45,906 41,540 39,850 30,600 389,424 954,576 1,035,781 925,193 856,828 948,285 1,118,019 1,471,750 1,284,292 1,133,469 1.96% 2.70% 2.37% 3.10% 3.74%
63 徳山市圏 11,745 12,995 12,120 12,090 8,650 1,799,458 1,837,115 1,775,235 1,808,325 1,855,129 770,015 842,685 953,061 908,299 741,297 2.23% 3.08% 2.72% 3.67% 4.37%
64 岩国市圏 18,144 18,081 16,620 14,970 11,410 944,446 847,676 892,438 870,941 911,577 406,394 450,831 523,620 519,046 425,848 2.75% 3.46% 3.21% 3.98% 4.44%
65 徳島市圏 107,496 126,733 122,860 122,720 104,510 869,055 1,067,074 1,379,263 1,400,554 1,451,529 1,245,454 1,334,541 1,837,300 1,952,185 1,687,382 3.20% 4.93% 4.04% 4.79% 5.29%
66 高松市圏 79,563 85,127 70,370 61,360 49,850 1,557,618 1,680,983 1,849,831 1,861,087 1,665,429 3,657,214 3,720,076 5,031,727 4,923,578 3,924,111 2.50% 3.61% 3.38% 4.24% 5.16%
67 松山市圏 57,452 61,902 59,140 53,220 41,910 778,366 893,589 919,831 1,031,101 909,909 1,591,471 1,717,472 2,539,150 2,469,360 2,032,285 3.33% 4.76% 4.32% 5.25% 5.63%
68 今治市圏 24,971 29,192 27,530 28,480 22,920 639,227 933,770 865,327 899,961 939,470 527,143 549,892 631,531 616,916 550,295 2.93% 4.31% 3.82% 4.87% 6.11%
69 新居浜市圏 25,474 30,475 24,260 24,590 20,040 1,266,750 1,443,740 1,579,747 1,560,017 1,628,880 538,527 611,154 878,000 804,497 795,166 3.30% 4.22% 3.62% 4.57% 5.11%
70 高知市圏 72,578 81,739 82,940 77,380 65,710 409,853 429,948 471,818 583,153 524,636 1,287,771 1,218,249 1,588,131 1,654,892 1,421,732 4.35% 6.27% 5.22% 5.95% 5.69%
71 大牟田市圏 53,848 60,320 63,860 63,590 56,830 573,417 598,266 650,846 686,700 716,527 577,166 651,975 702,026 665,391 572,007 4.03% 5.49% 4.82% 5.66% 6.24%
72 佐賀市圏 101,555 104,165 114,900 106,460 87,160 488,503 577,932 730,494 784,130 783,144 1,230,362 1,301,280 1,638,565 1,640,141 1,358,858 2.56% 3.52% 2.80% 3.61% 4.57%
73 長崎市圏 44,168 46,705 44,670 41,800 35,430 494,369 794,073 889,826 1,096,357 1,091,910 1,592,536 1,765,778 2,363,486 2,422,365 1,970,084 3.75% 4.98% 3.90% 4.74% 5.43%
74 佐世保市圏 53,630 62,343 63,360 60,350 50,400 375,127 463,153 491,997 554,747 526,371 875,598 920,792 1,091,469 1,125,877 1,039,200 3.44% 4.60% 3.55% 4.23% 5.34%
75 熊本市圏 148,629 162,663 179,570 168,670 157,080 628,602 1,023,558 1,299,230 1,458,039 1,701,066 2,383,486 2,889,325 3,712,931 3,755,929 3,089,702 3.02% 4.29% 3.39% 4.56% 4.71%
76 八代市圏 69,263 77,781 77,080 82,240 58,430 231,053 268,814 315,119 364,624 355,461 420,352 524,520 566,029 495,770 398,970 2.92% 4.21% 3.26% 4.17% 4.47%
77 大分・別府市圏 71,752 89,340 88,790 86,770 75,120 1,712,890 1,663,753 1,956,263 2,020,939 2,344,913 1,736,610 1,782,632 2,193,297 2,434,749 2,048,167 3.05% 4.49% 3.59% 4.16% 4.78%
78 宮崎市圏 87,316 104,738 122,640 117,040 104,910 167,220 234,770 364,500 417,411 443,207 1,227,453 1,309,232 1,895,847 1,808,191 1,595,042 3.08% 4.62% 3.54% 4.42% 5.18%
79 都城市圏 194,410 237,396 260,840 250,500 234,470 370,367 572,504 776,353 811,776 919,642 685,373 672,572 957,993 970,552 924,227 2.81% 3.69% 3.12% 3.92% 4.73%
80 延岡市圏 26,764 31,284 36,780 31,680 25,070 400,191 415,166 439,356 408,593 384,330 332,330 332,988 457,805 431,452 373,024 3.81% 5.32% 4.37% 5.51% 6.34%
81 鹿児島市圏 40,588 37,381 39,140 34,570 30,310 442,778 628,747 602,701 597,816 625,400 2,282,516 2,524,573 3,248,368 3,139,339 2,928,271 3.48% 5.14% 4.18% 5.16% 6.29%
82 那覇市圏・沖縄・浦添市圏 48,372 59,629 51,300 46,600 38,490 506,279 461,696 414,398 411,181 531,160 1,521,909 1,712,658 2,305,662 2,257,895 2,213,559 9.18% 8.93% 9.00% 12.51% 10.82%
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図表：上越市年表（1945～） 

 年 一般 経済活動（工業） 経済活動（商業） 都市計画 

1954 直江津市が市制施行       

1957     
老舗百貨店いづも屋に映
画館設置（高田） 

  

1958   帝国石油が頚城ガス田開発   
有田地区土地区画整理事
業（直江津）着工 

1959         

1960   日本海水加工設立（直江津）   直江津港河口分離完成 

1961   三菱化成工業設立（直江津） 中心商店街に駐車禁止区
域を指定（高田）

  

1964       
北城土地区画整理事業
（高田）着工 

1965   
この頃から細幅織物工業衰
退 

    

1966   
中小企業団地造成・分譲（直
江津） 

  
直江津港が開港指定 
信越本線（長野・直江津
間）電化 

1969 
NHK 大河ドラマ「天と
地と」放映 

  
直江津専門店会がまるせ
んデパート開店 

北陸本線（糸魚川・直江
津間）複線電化 

1970   この頃からスキー工業衰退
大手町駐車場完成（高田）
ナルスショッピングセン
ター開店（直江津） 

高田・直江津地域広域都
市計画（日本都市計画学
会） 
直江津港が特定港に指定

1971 上越市誕生       

1972       
北城土地区画整理事業完
了 

1974     
長崎屋高田店開店 
いづも屋百貨店増床 

  

1975   
この頃から農機具工業衰退
今泉に中小企業団地造成 

大和上越店開店（高田）   

1977       
中央埠頭鉱産品岸壁（水
深 13m）完成（直江津）

1978 上越教育大学設置       

1981   
三菱化成がアルミ精錬から
撤退 

    

1985   
三菱化成が旧工場を上越テ
クノセンターとして貸し工
場事業開始 

いづも屋撤退、イヅモヤ
ジャスコ高田店がバイパ
ス沿いに開店 

上新バイパス（国道 18
号）開通 

1987     
直江津ショッピングセン
ターエルマール開店 

  

1988       北陸自動車道全線開通 

1990   
この頃から信越化学直江津
工場が研究開発型へ脱皮 

    

1994   
新潟県南部工業団地造成 
日本ステンレスが住友金属
に 

バイパス沿いに上越ウィ
ング開店 

  

1999       上信越自動車道全線開通

2000       上越 TMO 事業開始 

2002     長崎屋高田店閉店   

2005 
隣接6町7村を編入合
併 

      

2007 特例市へ移行       

2008     
バイパス沿いにバロー上
越モール開店 

  

2010     大和上越店閉店   
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図表：長岡市年表（1945～） 

 年 一般 経済活動（工業） 経済活動（商業） 都市計画 

1945       戦災復興都市計画策定 

1946 
長岡復興祭（商工会
主催） 

      

1950 
新潟県産業博覧会
開催 

    
区画整理事業施行面積正式
決定 

1951 
復興祭を長岡まつ
りに改称 

      

1952   呉羽紡績長岡工場操業開始 最初の百貨店丸大が出店   

1953       復興都市計画事業完工 

1958   
市が中小企業経営安定化の
ため親工場探し 

大手通商店街にアーケード
完成 
大手通に大和長岡店が出店

  

1959       
川西地区で区画整理事業に
よる宅地化が進む 

1960   
関原ガス田開坑、日産化学
工業長岡工場操業開始 

デパートに対抗し協同組合
丸専が開店 

  

1963 
記録的豪雪（1月、
サンパチ豪雪） 

呉羽紡績長岡工場閉鎖 
北越製紙が本社を長岡から
東京へ移転 

  
長岡市工場設置条例公布で
工場誘致促進 

1965   
この頃から工作機械の地盤
沈下 

    

1966   
長岡市総合開発計画資料発
表、団地への工場誘致 

  
長岡地域広域都市計画報告
書（日本都市計画学会） 

1969   関原の天然ガスが枯渇     

1970       
長岡大橋が完成 
市街化区域の拡大（ニュータ
ウン事業地と大学用地） 

1971     
駅前に長崎屋サンショップ
センター出店 

  

1972 
田中角栄が首相に
就任 

      

1973   
日産化学工業が長岡から撤
退 
長岡工業導入団地造成 

  
市が長岡ニュータウン建設
計画を公表 

1974 
田中角栄が首相を
辞任 

鉄工団地完成 
機械メーカーの受注激減 

    

1976 
長岡技術科学大学
開学 

      

1978       
北陸自動車道（新潟・長岡間）
開通 

1980 
新潟大学工学部が
新潟市へ移転 

  駅ビル「セゾン」開店   

1981     
第三セクター方式でホテル
サンルート長岡オープン 

  

1982       上越新幹線開通 

1983       長岡ニュータウン分譲開始 

1984 
テクノポリス建設
地域として正式決
定 

南部工業団地造成開始 
大手通に二階軒高アーケー
ド完成 

  

1985   
市と商工会が異業種交流事
業スタート 

駅東口にダイエー開店 関越自動車道全線開通 

1986     北長岡 SC「パルス」出店 
国道 8号長岡バイパス全線
開通 

1987   雲出工業団地拡張造成開始   長岡市工場等誘致条例制定 

1988 
リサーチコア整備
計画が正式に認定 

  
駅前にイトーヨーカドー丸
大開店 

  

1989     川西にジャスコ長岡店開店   

1990       
ニュータウンの計画人口を4
万人から 1万人に変更 

1995     長崎屋長岡店閉店   

1996     
ニュータウン隣に SC 長岡
ウィング開店 

  

1997     川西のジャスコ長岡店が増   
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床 

1998       
長岡市中心市街地活性化基
本計画 

2000     
中心部の大型店「丸大」「長
岡家具センター」が撤退 

  

2004 新潟県中越大震災       

2005 
隣接4町1村を編入
合併 

長岡産業活性化協会ＮＡＺ
Ｅ設立 

ダイエー長岡店撤退   

2006 
栃尾市など1市2町
1 村を編入合併 

      

2007 特例市へ移行   
川西にリバーサイド千秋、
シネコンオープン 

  

2009 
NHK 大河ドラマ「天
地人」放映 

      

2010     大和長岡店閉店   

 

 
図表：北見市年表（1945～） 

 年 一般 経済活動（工業） 経済活動（商業） 都市計画 

1949   
北見家具建具協同組合（後
の北見木工協同組合）設立

    

1951     北見専門店会発足   

1952   北見林産工場操業開始     

1955 新市庁舎落成 芝浦製糖誘致決定   ガス供給開始 

1956 相内村を編入   
北見中央劇場開館 
食品中心の SC[サービスス
トアー」開店 

  

1957   芝浦精糖工場操業開始 北見トヨペット設立   

1959   北見木工団地造成     

1960 
北見工業短期大学
開学 

北見木工団地事業協同組
合設立 

    

1961     
ビルディング百貨店閉店、
金市館（札幌）出店 

  

1962   北見木工団地完成   小泉団地造成完了 

1963     
小泉団地にショッピングセ
ンター開店 

女満別空港開港 

1966 
北見工業短期大学
が北見工業大学へ
昇格 

  
中心商店街にアーケード完
成 

  

1968   北見味噌醤油組合解散     

1969     北見東宝劇場が閉館 高栄団地造成開始 

1970     
高栄団地に高栄スーパー開
店 

  

1974   北見市工業団地造成開始     

1975     友楽座閉館   

1977 
北海学園北見大学
開学 

      

1980     
北見市商連と大型店との連
絡協議会設立 

都市計画街路事業として中心
商店街の歩行者専用道路の設
置計画決定 

1982   
北見市工業技術センター
開設 

きたみ東急デパートが開業   

1985     
イトーヨーカドー北見店オ
ープン 

  

1986     
駅前の老舗まるいいとう百
貨店が廃業 

  

1987   

市議会が「道立食品加工研
究所誘致に関する決議」議
決 
北見工大に隣接したハイ
テクパーク造成開始 

駐車場ビル「ナップス」完
成 
市商連「商店街ビジョン報
告書」完成 
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1992     最初のコンビニ出店   

1994   

北見工業団地完成 
北海道立オホーツク圏地
域食品加工技術センター
設立 

    

1995     
隣町の端野町に東武端野店
が開店 

  

1999     まるしょうデパート廃業   

2000     
北見サティが開業 
北商「21・北見 TMO 推進会
議」発足 

  

2001     
北見中央劇場閉館で中心部
に劇場が消滅 

  

2004     
駅前大型店ラルズプラザ
（旧金市館）閉店 

  

2006 周辺 3町と合併       

2007     きたみ東急デパート閉店   

 
図表：旭川市年表（1945～） 

 年 一般 経済活動（工業） 経済活動（商業） 都市計画 

1945   昭和電工旭川工場操業開始     

1946   旭川市立窯業指導所開所 
旭川歳末全市連合大売り出し
開始 

  

1947   国策パルプ旭川工場操業開始   
市内電車１条・４条線を
廃し、バス運行 

1950 
旭川開発大博覧会開
催（入場者 51 万人） 

東芝旭川工場買収、ホクト電球
工業設立 

    

1951       最初の市営アパート完成

1953   昭和電工旭川工場閉鎖     

1954     
最高裁、平和マーケットの立退
き強制執行の異議申立却下 

  

1955   第１回旭川木工祭開催     

1956       
旭川市街軌道、市内電車
全廃 

1958 市総合庁舎完成 旭川木工集団の建設着手     

1960 
第１回旭川まつりを
開催 

    旭川民衆駅完成 

1962     
第１回旭川総合卸見本市を開
催 

  

1963 東旭川町を編入合併 
北海道木材化学工業旭川工場操
業開始 

    

1964 
産米出荷日本一・旭
川米まつり開催 

    
春光高台団地造成事業着
工 

1966       
旭川空港完成し、東京便
就航 

1967 旭山動物園開園 旭川総合鉄工団地落成     

1969     流通団地の造成開始 
函館本線滝川・旭川間の
複線・電化・高架化完成

1971 東鷹栖町を編入合併       

1972       
平和通買物公園恒久化オ
ープン 

1973 旭川医科大学設置 
市と山陽国策パルプ、公害防止
協定調印 

    

1974     オール商店街開店   

1975     西武旭川店開店 
緑が丘ニュータウン造成
完工 

1978     
丸井今井旭川店開店 
公設小売市場みずほショッピ
ングプラザ開設 

  

1982       
旭川空港にジェット機就
航 

1987   
道北地域旭川地場産業振興セン
ター開設 
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1990   
国際家具デザインフェスタ旭川
開催 

    

1992   
頭脳立地法に基づくリサーチパ
ーク整備 

    

1993   
山陽国策パルプが十条製紙と合
併し、日本製紙旭川工場に 

    

1997       
旭川空港滑走路 2500m 供
用開始 

2000 中核市へ移行     
道央道の旭川鷹栖 IC～和
寒 IC 開通 

2001   大手家具卸の北島が倒産     

2002     
永山地区にウェスタンパワー
ズ（シネコン）オープン 

  

2004     
イオン旭川西ショッピングセ
ンター開店 

  

2009     丸井今井旭川店閉店   

 


